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第５章 

 

引き出し孔近傍における 

弱磁場が負イオン引き出しに与える影響の解析 
 
5.1 はじめに 
 
 第１章にて述べたように、大電流負イオンビーム生成のためには、負イオン源

において負イオンの引き出しを向上させることが不可欠である。また、負イオ

ンビームの高エネルギー化において、電子の引き出しを低減することが求めら

れる。これは、引き出された電子が負イオンと同時に加速されると加速電極に

電位を供給する電源において大きな電力損失となるためである。したがって、

より多くの負イオンを選択的に負イオン源から引き出すことが必要となる。 

正イオン源における正イオン引き出しの過程では、正イオンと電子が異符号

の電荷をもつため、正イオンのみを引き出すことは、引き出し電極にバイアス

電圧を印加することで比較的容易に行われる。 

一方、負イオンと電子は同符号の電荷をもつため、引き出し電圧の効果だけ

では負イオンのみを引き出すことは不可能となる。これに対し、負イオン源内

引き出し孔近傍における数十ガウス程度の横方向の弱磁場の存在が有効である

ことが Bacal、Devynck らによる実験において確かめられている[1,2]。数十ガウ
ス程度の弱磁場下では、電子は磁化されるが、イオンは磁化されることはない。

このような電子とイオンとのダイナミクスの相違が、空間プラズマ電位構造に

影響し、その結果、負イオン引き出し電流の増大に対し有効に働くと考えられ

ている。 
本研究では、解析対象を Bacal、Devynck らが実験に使用した単孔式負イオン
源 Camembert III[3,4,5]の引き出し孔近傍の領域とし、この領域を計算領域として
モデリングし、空間プラズマ電位を自己矛盾なく計算する静電プラズマ粒子モ

デルを適用する。荷電粒子の運動によって生じる電場を考慮に入れたシミュレ

ーションによって、背景プラズマ空間分布、負イオン密度空間分布等を、弱磁

場の有無で比較し、実験において観測された負イオン引き出し電流の増大に関

する物理機構について論じる[6]。 
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負イオンが引き出しに至る輸送過程を明確にし、負イオン引き出し電流の増

大および電子引き出し電流の減少、これら二つの条件を同時に満たす物理的機

構を理解することは、大電流負イオンビーム生成に向けての基礎として極めて

重要となる。 

 

5.2 シミュレーションモデル 
 
本章では、解析対象を、Camembert IIIの引き出し孔近傍の領域とする。この
領域に静電プラズマ粒子モデル[7,8,9]を適用し、数十ガウス程度の弱磁場の存在
が、負イオン輸送およびその引き出しの過程に与える影響について考察する。 
 
5.2.1 計算対象領域のモデリング 
ここで、弱磁場とは、負イオン源引き出し電極に設置された電子抑制用磁石

がイオン源引き出し孔近傍の領域につくる横磁場のことである。第１章におい

て述べた通り、Camembert IIIをはじめとする多くの負イオン源では、負イオン
とともに引き出されてきた電子を除去する目的で、Fig. 5.1に示す通り引き出し
電極内に永久磁石が設置されている[1,2]。この電子抑制用磁石により生じる数十
ガウス程度の磁場が、負イオン源内引き出し孔近傍の領域に漏れ出している。

磁力線の向きは、引き出し孔に対してほぼ平行方向である。 
 電子抑制用磁石は Fig. 5.1に示すように引き出し孔を挟む形で平行に設置され
ている。この磁石によって生じる磁場を Fig.5.2 に模式的に示した。破線は磁力
線を表している。電子抑制用磁石による磁場は、PG近傍の限られた領域におい
て影響する。よって、本シミュレーションでは、一部加速系を含む引き出し孔

付近の限られた領域に焦点を当てる。 
 Figure 5.2に示すように、引き出し孔の直径に比較して永久磁石の長手方向の
長さ十分に大きい。よって磁石中央では各極付近での磁場の影響は無視するこ

とができる。このことから、本シミュレーションモデルでは、磁石の長手方向

に空間的な一様性を仮定し、計算領域を二次元平面で考える。二次元平面とし

て Fig. 5.2に示すような磁石中央の断面を取り出す。計算領域の幾何形状は、Fig. 
5.3に示すように比較的簡易的な矩形型とする。 
計算領域は二次元格子で差分化するため、空間を正方形のセルに分割する。

２章２節に述べた通り、セルの大きさは電位の局所的な変化が表現可能となる

ように十分小さくする必要があるが、本モデルでは 50×50個のセルで分割する。
先に述べた各格子点への電荷密度の割り付けは、z方向への空間的な一様性の仮
定から二次元平面で行う。 
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解析に用いられた座標軸は Fig. 5.3に示される。PGに対して垂直方向、すな
わちビーム引き出し方向に x軸、平行方向に 軸をとり、z方向は無限遠とする。
これにより、系は、位置空間に関して二次元、速度空間に関しては 方向に初速

度を与えているため三次元となる。 

y

z

 

 
Fig. 5.1 (a) Schematic diagram of the negative ion source. (b) Cross-sectional view with 
the enlargement of the extractor. The electrodes of the extraction system have three 
electrodes, (PG, EG and AG) and a pair of magnets creates the weak magnetic field.  

 109



 
 

Fig.5.2 Bird’s–eye view of a pair of magnets. Magnetic lines of force are denoted by 
broken lines. 

 
Fig. 5.3 Schematic diagram of 2D particle simulation model used in this study. The 
left-hand boundary (PL: ) is the upstream boundary. The wall at  is 
used as PG, which has an extraction aperture of . The wall at  is 
used as EG. 

0 cmx = 4.0 cmx =
5.0 cmx =1.0 cm
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5.2.2 磁場配位 
電子抑制用永久磁石による洩れ弱磁場は、計算領域の全域に存在している。

磁場の方向は、PG に対して平行方向、すなわち 軸方向である。本シミュレー

ションにおいて、磁場の座標成分は、PGに対して平行方向の磁場に焦点を当て
ているため 方向成分のみを考慮する。また、Fig. 5.4に示すように、磁束密度
は

y

y
x軸方向に次式で示すガウス分布で与えられる。 

 

( )
2

0
0 expy

B

x xB x B
l

  −
 = − 
   

                      (5.3) 

 
ここで、 , and 0 3.3 cmx = 2.0 cmBl = 0 20 GB = である。 

 

 

 

Fig.5.4 Spatial profile of the weak magnetic field. 
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5.2.3 境界条件 
 定常状態のプラズマにおいては、荷電粒子の輸送が両極性となるため、その

フラックスは電気的中性を保つ。本シミュレーションでは、このプラズマの電

気的中性が保たれている領域の境界外から引き出し孔を含み EG までを計算領
域として考える。初期状態では、計算領域に荷電粒子は存在せず、計算領域左

端の境界を上流とし荷電粒子が供給される。この上流側境界を Fig. 5.3に示すよ
うに“プラズマライン（PL: Plasma Line）”と呼ぶこととする。PL上は、電気的
中性が保たれていると仮定するため電場の各成分は、ゼロとする。 
電気的中性が保たれているプラズマ中からPLを通り供給される正の荷電粒子、
負の荷電粒子の PG 方向へのフラックスは両極性拡散となるため相等しいと考
えることができる。よって、シミュレーションでは定常的な正負の荷電粒子フ

ラックスが PLを横切るとし、同数の正イオンと電子または負イオンが PLから
計算領域に入射される。各荷電粒子の初期速度は与えられた各温度の広がりを

もつマクスウェル分布から求め、等方的な速度分布を仮定する。粒子が PLを右
方向から左方向へと横切り計算領域外に出た場合、次のタイムステップにそれ

らの粒子は新たな速度をもって再入射される。再入射と定常的な粒子の供給は、

区別される。 
Fig. 5.3に示すように、計算モデルでは、x 4= cmにおける内壁が PGに相当す
る。PG は直径 1cm の引き出し孔を有する。また、 5x = cm における内壁が EG
に相当する。EGは、計算領域の下流側境界であり、引き出し孔を有さないと仮
定した。PGを含む内壁は全て同電位とし、基準電位とするため固定値０を与え
た。PGを含む内壁、および EGに到達した粒子は壁に吸収されるものとし、軌
道計算の対象から除外される。 
 以上、荷電粒子フラックスと電位の境界条件は以下のようにまとめられる。 
 
１）  （上流：プラズマライン PL） 0x =

荷電粒子フラックス： H +
−Γ = , Γ e H −

−Γ ≡ Γ +Γ  and  / 0H −
−Γ Γ = .1

ここで 
H +Γ , Γ  and e H −Γ  は、それぞれ正イオンフラックス、電子フラックス、

負イオンフラックスである。 

空間電位： 0
x
φ∂
=

∂
 

 
 
２） PGを含む内壁 

荷電粒子フラックス： 粒子を吸収、軌道追跡対象から除外 
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空間電位： 0φ = （空間プラズマ電位の基準電位） 

 
３） EG 
荷電粒子フラックス： 粒子を吸収、軌道追跡対象から除外 

空間電位： 10 VEGφ = （空間プラズマ電位の基準電位） 

 
４）PG と EG 間 （ ～5 c 、4x = m 0 cmy =  または 5 cmy = の領域） 

荷電粒子フラックス： 粒子を吸収、軌道追跡対象から除外 

空間電位： 0
x
φ∂
=

∂
 

 

5.2.4 負イオン放出面と EGφ の関係 

第２章にて述べた通り、静電プラズマ粒子モデルでは、10 個程度の実際の粒
子をまとめ一つの超粒子として扱う[10,11]。シミュレーションに使用した超粒子
の個数は7 1 個である。 

6

60×
本シミュレーションにおいて、EGに与えられる電圧 EGφ は、10 と設定した。

一方、実験において EG に与えられる電圧は、1 k 程度である。シミュレーシ

ョンで用いた

 V

V

EGφ の値とそれに相当する実験値には大きな違いがある。このこと

は、メモリー環境による制約から使用できる粒子数が限られることを原因とし

ている。以下に EGφ の適正値について述べる。 

EG に与えられる電圧 EGφ およびプラズマ特性から負イオン数密度に注目する。

引き出し孔から引き出された負イオン電流
H

j −は、ビーム方向の負イオン速度が

一定と仮定すると負イオン数密度に比例する。また、チャイルドラングミュア

の理論から得られる PG と EG 間の空間電荷制限電流を CLj とする。ここで、負
イオン放出面の位置を、負イオンビームライン上（Fig. 5.3に示す LINE上）に
おいて ( ) 0dxφ =d x が成立する位置と仮定する。

H
j −と CLj を等しく置くことで、

負イオン放出面から EGまでの特徴的なおおよその距離 は以下のように定義

される[12,13]。 
effd

 
1 21 2

3 2
04 2

9
EG

eff
H H

ed
m j

ε φ
− −

    ≈        
          (5.4) 

 

ここで式（5.4）において、 EGφ を変数と考え、
H

j −一定の条件下で EGφ が大き
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くなった場合、d は増加する。先に述べた通り、本シミュレーションでは使用

できる粒子数が限られているので、負イオン数密度は実測値と比較して10 倍程
度である。したがって、

eff
4−

EGφ について実験で与えている電圧値をそのままシミュ

レーションモデルに適用した場合、それに伴って もまた大幅に大きくなる。

このことは、EGにおける正の電位が、引き出し孔を通ってイオン源内部の領域
に深く浸透することを意味する。浸透した正の電位の影響によって負イオンの

引き出しが、促進する可能性は大きくなる。本研究では、弱磁場の影響による

負イオン引き出し電流増大の過程を解析することを目的としているため、EGに
おける正の電位が、イオン源内部の領域に深く浸透した状態での解析は適当で

はない。 

effd

EGφ =

また、実験的に負イオン放出面の形状は平面またはゆるやかな凹状から大き

くずれることはイオン光学上好ましくないため[14]、PGとEG間の電極間距離 sd
に対し s effd≅d を満たす必要がある。本モデルにおいて PG と EG 間の電極間距
離 sd は、1cm程度であるので、d とeff sd がほぼ等しくなるように EGφ を適性値に

設定する。 EGφ をパラメータとした負イオン放出面の形状変化の様子を Fig. 5.5
に示す。Fig. 5.5より、 10 Vのとき s effdd ≅ を満足していることがわかる。 
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Fig.5.5 The variation of the shape of the H−  emission surface when the EGφ  
changes in the three values: (a) 10 VEGφ = , (b) 100 VEGφ = , (c) 4 VEGφ = relative to 
the constant plasma sources. 
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5.3 シミュレーション結果[6] 
 
本シミュレーションでは、洩れ弱磁場の影響そのものを調べるために、以下

の２つの場合を比較する 
 
(A) ：弱磁場有り 
(B) ：弱磁場無し 

 
弱磁場の存在の有無を除く他の条件は、第２節に述べた通りであり、両方の場

合において共通である。 
Fig. 5.6 (a)、(b)は、Fig. 5.6 (c)に示す a～h点上におけるプラズマ電位値の時間

発展を示す。Fig. 5.6 (a)、(b)より、系は、およそ50 タイムステップ以降で準

定常状態に至っていることがわかる。本シミュレーションで示す数値計算結果

は全てこの準定常状態のもとで算出される。 

410×

以下、(A)と(B)において、プラズマ数密度、負イオン数密度及びプラズマ電位
等の空間分布を比較することによって負イオン引き出し増大に至る過程の詳細

な解析を行う。 
 
5.3.1 プラズマ数密度空間分布の比較 
 (A)の場合について考察する。Fig. 5.7は、Fig. 5.6(c)に示す三つの LINE（LINE1
～3）上におけるプラズマ数密度と距離との関係を示す。LINE1～3 において示
すことで 依存性を表わす。ここで、Fig. 5.7における各荷電粒子の数密度値は、
第一セルにおける正イオンの数密度値で規格化した値として示す。Fig. 5.7に示
すように、電子は、PL から

y

1 cmx = 程度の限定した領域に分布する。これは、

電子はラーマー半径が小さく弱磁場によって磁化されているからである。こう

した電子の空間分布状況をもとに、本シミュレーションにおける計算領域は、

以下の特徴的な２つの領域に分けることができる 
 
１）“電子磁化領域”（PLから 1 cmx = ）  
２）“効果的引き出し領域”（電子磁化領域の右端から PG） 
 
Fig. 5.7に示すように、効果的引き出し領域において電子の空間分布はなく、
数密度は、ほぼ０である。その一方で、正イオンと負イオンの数密度と同程度

である。すなわち、効果的引き出し領域におけるプラズマの電気的中性は、電

子が移動できないため正イオンと負イオンとによって保たれることになる。 
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 一方、(B)の場合、Fig. 5.8に示すように、全領域おいて、電子、負イオンをあ
わせた負電荷粒子の数密度と正イオンの数密度が同程度となる。すなわち、プ

ラズマの電気的中性は、３種の荷電粒子のバランスによって成り立つ。ただし、

電子の粒子数は負イオン粒子数の９倍あるので(B)の場合、プラズマの電気的中
性は、主に正イオンと電子によって保たれることとなる。その結果、効果的引

き出し領域において負イオンが電子に代わり負電荷を補うために移動してくる

必要性はなくなる。 
 
5.3.2 負イオン数密度空間分布の比較 
 (A)の場合、プラズマの電気的中性を満たすために負イオンが磁化された電子
に代わって PG 付近の領域に移動する。このことは、弱磁場の存在は、負イオ
ンが引き出し孔付近の領域に移動する上で有効に働くことを実証している。し

かしながら、弱磁場による負イオン引き出し増大を示すためには、(A)と(B)の負
イオン数密度空間分布を比較する必要がある。 
 Fig.5.9は、(A)と(B)における負イオン数密度空間分布の比較を示している。こ
こに示す負イオン数密度は、(B)における第一セル数密度値で規格化した値とし
て示す。Fig.5.9 に示す通り(A) の場合、効果的引き出し領域において負イオン
数密度は(B)の場合よりも大きい。 
 
5.3.3 プラズマ電位の二次元空間構造の比較 
先に述べた通り、弱磁場の効果により、負イオン数密度の増加がみられた。

この原因は、(A)におけるプラズマ電位の二次元空間構造によって説明される。
Figure 5.10 (a)と Fig. 5.10 (b)は(A)と(B)２つの場合におけるプラズマ電位の二次
元空間構造を示す。ここで、Fig. 5.10(a)と Fig. 5.10(b)において、(A)と(B)の電位
構造上の違いを明確にするために0 cm 3.5 cmx≤ ≤ の領域に焦点を当てる。Fig. 
5.10に示すように、(A) の場合、プラズマ電位の二次元空間構造には特徴的な正
のピークがみられる。 
この正の電位ピークは、電子磁化領域から効果的引き出し領域へと負イオン

粒子を以下の過程を経て集める働きをする。入射された負イオン粒子は正の電

位ピークから左側の領域で加速を受ける。その後、負イオン粒子は正の電位ピ

ークから右側の領域で減速を受ける。減速を受けた負イオン粒子のうち PG方向
への速度が小さいものは停滞する。その結果、Fig.5.7に示すように 付

近に位置する負イオンが多くなり、この位置での負イオン数密度は増加する。 
1.5 cmx =

しかしながら、負イオンは正の電位ピークから右側の領域で減速を受けるも

のの、それらのほとんどは PG方向へと輸送される。これは、主にプラズマの電
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気的中性を満たすために正イオンと負イオンに両極性の流れが生じるためであ

る。この正イオンの流れについては後述する。 
 一方、(B)の場合、Fig.5.10(b)に示すようにプラズマ電位の２次元空間構造は、
比較的平坦な構造となる。(B)の場合、電子は磁化されないため PG 方向へと自
由に移動できる。よってプラズマ中の電気的中性に偏りが生じることはなく、

その結果、PG方向への負イオンの流れを促進するような正の電位ピークが形成
されることはない。 
 
5.3.4 プラズマ電位形成の過程と正イオンの流れの関係 
 先に述べた通り(A)の場合、プラズマ電位の２次元空間構造は変化し、結果的
に多くの負イオンを効果的引き出し領域へと集める。こうしたプラズマ電位形

成の過程は以下のように説明される。 
(A)の場合、弱磁場に垂直方向の電子フラックスはほぼゼロである。電子は、
電子磁化領域外側 PG方向には分布しないため、電子磁化領域の空間電位は下が
る。その結果、正イオンの PG方向への移動を遅延させる電場が生じる。PG方
向への速度が小さい正イオンは、生じた電場によってPL方向へと引きつけられ、
電子磁化領域の電気的中性を保つ。一方、正イオンのうち比較的大きな PG方向
への速度を持ったものはそのまま移動し続ける。従って、弱磁場は、電子磁化

領域と効果的引き出し領域の境界付近に、PL方向への“back flow”と PG方向
への“forward flow”という２つの正イオンの流れを作り出す。 

Fig.5.11 は、この２つの正イオンの流れを模式的に表したものである。
Fig.5.10(a)でみられた正の電位ピークは、これら２つの正イオンの流れのよどみ
点に生じる。 
電子磁化領域でのプラズマの電気的中性は“back flow”によって保たれる。
一方、電位ピークによって加速を受け効果的引き出し領域へと移動した負イオ

ンは“forward flow”に引かれ PG方向へと移動し続ける。(A)の場合、このよう
な過程を経て、引き出し孔近傍まで移動してきた負イオンが、引き出し孔を通

りイオン源内から引き出される。 
 

5.3.5 負イオン引き出し電流の比較 
 本シミュレーションにおいて、(A)の場合、負イオン引き出し電流は、(B)の場
合と比較して６倍程度大きい。ここで引き出し電流とは、引き出し孔を通る負

イオンのカウント数であり、これは引き出し孔を通る負イオンフラックスに相

当する。実験的には負イオン電流は弱磁場の存在によって３倍程度増加する[2,3]。
よって、６倍程度というシミュレーション結果は実験結果と比較して大きい。 
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この原因として 
 
（A）の場合において負イオンの引き出しが過度であること 
（B）の場合におけて負イオンの引き出しが少なすぎること 

 
のいずれかが考えられる。 
本シミュレーションでは、無衝突プラズマを仮定した。よって、磁場を横切

っての電子の拡散現象は考慮していない。 (A)の場合、無衝突プラズマの仮定に
より電子が効果的引き出し領域に流入することはない。しかしながら、磁場を

横切っての電子の拡散現象を考慮することで、効果的引き出し領域に電子が分

布する。このことにより、正の電位ピークは小さくなり、負イオンを PG方向へ
と導く働きが弱まると考えられる。また、(B)のように弱磁場がない状態であっ
ても、拡散による電子のランダムな運動は電子の空間中の滞在時間を変化させ、

プラズマの輸送過程に影響を与えると考えられる。以上より、(A)と(B)における
より現実的な引き出し電流の比を求めるためには、電子の拡散現象を考慮する

必要がある。 
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Fig.5.6 Time evolution of potentials (a) with the weak magnetic field and (b) without 
the weak magnetic field at points a~h in (c). 
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Fig.5.7 Variation of the charged particle densities versus the axial distance along the 
three LINEs shown in Fig.4 (c) for case (A). Negative ions are balanced with  ions 
instead of electrons to maintain plasma neutrality. 

+H
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Fig.5.8 Variation of the charged particle densities versus the axial distance along the 
three LINEs in Fig.4 (c) for case (B). Charge neutrality is maintained by mainly 
ions and electrons. 

+H  
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Fig.5.9 Comparison of spatial profiles of negative ion density between case (A) and 
case (B). For case (A), negative ion density becomes larger than that of case (B) in the 
‘Effective extraction region’. 
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Fig.5.10 Structure of the potential in the region 0 cm 3.5 cmx≤ ≤  (a) with the weak 
magnetic field and (b) without the weak magnetic field 
 
 
 

 124



 

 

 
Fig.5.11 Diagram of two positive ion flows, back flow (toward the PL) and forward 
flow (toward the PG). 
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5.4 まとめ 
 
 本章では、解析対象を負イオン源 Camembert IIIの引き出し孔近傍の領域とし、
静電プラズマ粒子モデルを用いてこの領域をモデリングした。背景プラズマ空

間分布、負イオン密度空間分布等を、（A）弱磁場有り、（B）弱磁場無し、二つ
の場合で比較し、実験において観測された負イオン引き出し電流の増大に関す

る物理機構について調べた。 
(A)の場合、電子は弱磁場により磁化されるため“電子磁化領域”（計算領域左

端の境界 PL（Plasma Line）から 1 cmx = ）にのみ分布する。よって、プラズマ

の電気的中性を満たすために負イオンが磁化された電子に代わって PG （Plasma 
Grid）付近の領域に移動する。(B)の場合、プラズマの電気的中性は、三種の荷
電粒子のバランスによって成り立つ。これらの結果により、負イオンが引き出

し孔付近の領域に移動する上で、弱磁場の存在が有効に働くことを実証した。 
(A) の場合、PG 付近の領域での負イオン数密度は、(B)の場合よりも大きい。
この原因は、(A)における正のピークを持ったプラズマ電位の空間構造によるこ
とを示した。 
弱磁場の存在により、(A)における定常状態では、正イオンに２つの反対の流
れが形成され、電子磁化領域と負イオンが集まる引き出し孔付近の領域におけ

る準中性条件をそれぞれ満たしていることを明らかにした。(A)の場合、弱磁場
に垂直方向の電子フラックスはほぼゼロであるので、正イオンの PG方向への移
動を遅延させる電場が生じる。PG方向への速度が小さい正イオンは、生じた電
場によって PL 方向へと引きつけられる。一方、正イオンのうち比較的大きな
PG方向への速度を持ったものはそのまま移動し続ける。従って、弱磁場は、電
子磁化領域と効果的引き出し領域の境界付近に、PL方向への“back flow”と PG
方向への“forward flow”という２つの正イオンの流れを作り出す。正の電位ピ
ークは、これら２つの正イオンの流れのよどみ点に生じる。 
 本研究により、実験において観測された負イオン電流増大の物理機構が、１）

磁場の有無による電子の運動の変化、および２）それに起因する負イオン源引

き出し孔近傍の領域における電位構造の変化、により説明し得ることを、静電

プラズマ粒子モデルを用いたシミュレーションによって明らかにした。得られ

た結果は、負イオン引き出し電流の増大および電子引き出し電流の減少、これ

ら二つの条件を同時に満たす物理的機構において弱磁場の存在が本質的に有効

な働きをすることを示唆している。 

また、本研究により負イオン電流増大の理解に対し、静電プラズマ粒子モデ

ルよる解析の有効性が示された。よって、外部磁場、引き出し電圧をパラメー
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タとすることで、負イオン引き出し増大に効果的な要素を考察することに静電

プラズマ粒子モデルを応用していくことが可能である。しかしながら、無衝突

プラズマを仮定したため、(A)における電子の分布領域が二分化された。実際、
いくらかの電子は弾性衝突によって弱磁場を横切り拡散していく。電子拡散現

象は、正の電位ピークを小さくし、負イオンを PG方向へと導く働きを弱める可
能性がある。よって、より現実的な条件下でシミュレーションを行い、実験と

の定量的な比較を行うためには、静電プラズマ粒子モデルに電子の衝突過程を

組み入れる必要がある。 
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第４章 

 

大型負イオン源 Camembert IIIにおける 

負イオン輸送過程の解析 

 
4.1 はじめに 
 
 負イオンビームの大電流化のために、負イオン源を大型化することが有効で

ある。大型化によりビームの引き出し面積を大きくすることで大面積からビー

ムを引き出すことが可能となり、面積に比例して負イオンビーム電流が増加す

るため大電流化を図ることができる。加えて、負イオン源を大型化することで

プラズマの閉じ込め性能が向上するため、負イオンの生成効率を下げることな

くより低ガス圧下で運転することも可能となる[1]。 
Bacalらは、大型負イオン源 Camembert III[3,4,5]を用い、3mTorr程度以下の低
ガス圧下における負イオン損失の支配的機構を調べている。低ガス圧大型負イ

オン源での負イオン密度の増大にとって生成効率の増大はもちろん低ガス圧下

における負イオンの損失機構の理解と低減が望まれる。そこで、Bacal らは、
Camembert IIIで得られた実験結果に 0次元モデルを適用し、特に 1mTorr程度の
ガス圧下において、負イオン源容器壁での負イオンの損失が支配的になること

を指摘している[1]。 
そこで本章では、第２節でまず Bacalらの実験結果を簡単にまとめるとともに
０次元モデルによる体積生成負イオン損失過程の解析について述べる。次に、

解析対象を Camembert IIIとし、モンテカルロ負イオン輸送モデルをこれに適用
する。Camembert IIIの実幾何形状およびプラズマ閉じ込め用多極カスプ磁場配
位等を忠実に再現し、モンテカルロ負イオン輸送モデルを用いた多次元でのシ

ミュレーションにより、低ガス圧下（1mTorr、3mTorr）における負イオンの損
失過程をそれぞれ調べ比較する[6]。この結果から、先に述べた 0 次元モデルに
より得られた負イオン損失過程に関するガス圧依存性を負イオン空間輸送の効

果の側面から検証する。 
以上の体積生成負イオンに対する輸送解析に加えて、表面生成負イオンの負
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イオン源内での輸送過程においても解析を行う。特に、Camembert IIIにおける
表面生成負イオンについて軌道解析を行うことで、引き出し電流に効果的な生

成点の影響を考察する[6]。 
 
4.2 大型負イオン源（Camembert III）における体積生成負イオンの

損失過程 
 

Bacalら[1]は、先に第１章で説明した大型水素負イオン源装置（CamembertⅢ）
を用い、アーク放電電流、初期ガス圧などの放電条件を幅広い範囲で変化させ、

これら放電条件に対する、 
１）アーク放電プラズマ特性（電子密度n 、電子温度T ）、 e e

２）負イオン生成効率 

の依存性を調べている。Fig. 4.1に実験結果を示す。Fig. 4.1は、異なる放電条件

下で得られた電子温度に対して、体積中の負イオン密度をプロットしたもので

ある。ただし、負イオン密度n
H−は、電子密度 で規格化した規格化負イオン密

度

en

eH
n−n で示されている。実験では、電子温度及び電子密度は Langmuireプロー

ブにより、また、負イオン密度はレーザーを用いた光電子脱離法[7]によって測

定された。いずれも測定は、放電容器中心において行われた。 
Fig.4.1 からわかるように、ガス圧 2mTorr 以上と 1mTorrについて、規格化負
イオン密度の電子温度依存性に顕著な相違が見られる。Fig. 4.1にみられる傾向
をまとめると以下のようになる。 
・ ガス圧 2mTorr 以上の場合、電子温度は0.2eV e 0.8eVT≤ ≤ 程度の範囲の値と

なっている。 
・ ガス圧 2mTorr 以上の場合、すなわち、0.2eV e 0.8eVT≤ ≤ の範囲で規格化さ

れた負イオン密度は、電子温度の増大に伴い急激に増大し、ほぼ同一曲線上

にフィットされる。 
・ ガス圧が 1mTorrの場合、2mTorr以上の場合に比較して電子温度は比較的高
く、0.7 の範囲となっている。 eeV 1.5eVT≤ ≤

・ また、この電子温度領域で規格化負イオン密度の電子温度依存性は比較的弱

く、電子温度が増大してもその増加量は小さい。 
・ ガス圧 2mTorr 以上の場合は、上で述べたように同一曲線にほぼ乗るが、

1mTorr における規格化負イオン密度は、2mTorr 以上の場合の半分程度に減
少する。2mTorr以上の場合と 1mTorrの場合の規格化負イオン密度に、明ら
かな不連続性が見受けられる。 

 86



Bacalらは、以下に示す 0次元モデルによる考察を行い、Fig. 4.1の結果が主と
して 
１）負イオン生成反応の速度係数の電子温度依存性 
２）負イオン損失機構のガス圧依存性 

によって説明されるとしている。 
 ここで、負イオンの生成、消滅及び輸送損失をモデル化した 0 次元レート方
程式は、 
 

2

H H
e H ( ) HH H H

H

(DA) (MN) (AD)v

dn n
n n v n n v n n v

dt
σ σ σ

τ
− −

+ − −

−

= < > − < > − < > −  (4.1) 

 
で与えられる。 

式（4.1）の右辺第 1項
2e H ( ) (DA)vn n vσ< >は、電子と振動励起水素分子との次

の解離性電子付着反応 

 

( )2e H H Hv −+ → +                              (4.2) 

 

による負イオン生成項を表す。ただし、 及び
2H ( )vn (DA)vσ< >は、各々、振動励

起分子密度及び解離性付着反応の速度係数を表す。 

一方、式（4.1）の右辺の第 2項
H H

(MN)n n vσ+ − < >及び第 3項 HH
(AD)n n vσ− < >

は、各々、次の反応による負イオンのイオン源体積中での消滅反応項を表す。 

相互中性化反応（MN：Mutual Neutralization） 
 

                  (4.3) H H H H+ −+ → +  

e

 
分子生成に伴う電子脱離反応（AD：Associative Detachment） 
 

2H H H− + → +        (4.4) 

 

ただし、 (MN)vσ< >及び (AD)vσ< は、各々、MN 反応及び AD 反応の速度係

数を、また、n 、 n は水素正イオン及び水素原子密度を表す。 

>

H+ H

さらに、式（4.1）の右辺の第 4 項は負イオンの輸送による壁への損失項を、

簡単に 
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H

H

n
τ

−

−

−                     (4.5) 

 

で表している。ただし、
H
τ −は負イオンの放電容器内での閉じ込め時間を表す。 

 式（4.1）から定常状態における負イオン密度は、第 1項目の生成項と第 2項

以下の損失項との釣り合いによって決まる。このことから、電子密度で規格化

された負イオン密度は、次式で与えられる。 
 

H

He

e e H

(DA)
1(MN) (AD)

n v
nn v v
n n

σ

σ σ
τ

−

−

< >
∝
< > + < > +

      (4.6) 

 
式（4.6）に基づき Bacal らは、実験で得られた規格化負イオン密度の電子温
度依存性（Fig. 4.1）について考察している。式（4.6）の右辺の分子、 (DA)vσ< >

は電子の解離性付着反応による負イオン生成の速度係数を表し、電子温度に大

きく依存する。Fig.4.2に、 (DA)vσ< の電子温度依存性を示す[8]。> (DA)vσ< >
は、T eVまで急激に増大したのち、Te 0.8≤ e 1.0≈ eVではほぼ一定になる。 

これに対して、式（4.3）の分母において、体積中での消滅反応の速度係数、
(MN)vσ< >および (AD)vσ< は、負イオンと中性粒子との反応であり、電子温

度には依存しない。さらに、Camembert IIIの実験条件では、相互中性化反応に
よる項が支配的となる。したがって、もし第 4 項目の輸送損失項が無視できる
ような状況を仮定すると 

>

 

H

e

(DA)
(MN)

n v
n v

σ
σ

− < >
∝
< >

    (4.7) 

 

となる。上に述べたように、 (MN)vσ<

A)

>は電子温度に依存しない。従って、輸

送損失が無視できるような状況下では規格化電子密度 n の電子温度依存性

は式（4.7）から、ほぼ
eH

/ n−

(Dvσ< の電子温度依存性によって決まることになる。

実際、Fig. 4.1においてガス圧が 2mTorr以上では、放電条件が異なるにもかかわ

らず、規格化負イオン密度は電子温度の増大に伴い急激に増大するような一つ

の曲線上に乗る傾向を示している。その電子温度依存性は、Fig. 4.2 に示した

>
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(DA)vσ< >の電子温度依存性と同様の傾向を示している。 

(DA)vσ<

もし、圧力が 1mTorrの場合においても、輸送損失が無視でき、規格化負イオ
ン密度が式（4.7）に従って変化するとすれば、規格化負イオン密度の電子温度
依存性は、 (DA)vσ< の電子温度依存性に従い、2mTorr以上の場合と同じ曲線
上にのるはずである。確かに、1mTorr の場合にも、電子温度依存性だけに注目
すると、Fig. 4.2に示したT eVにおける

>

e 1.0≈ (DA)vσ< >の電子温度依存性に従

い、電子温度に対して比較的緩やかな変化を示している。しかしながら、規格

化負イオン密度の絶対値は 1mTorrの場合と、2mTorr以上の場合とでは顕著な不
連続性が生じており、同一曲線上にのっているとはいえない。 
この原因として、Bacalらは、負イオン損失機構が、2mTorr以上の場合と 1mTorr
の場合とで大きく異なることあげている。すなわち、2mTorr 以上の場合には、
式（4.7）のように壁への負イオンの輸送損失が無視できるのに対して、1mTorr
の場合には負イオンの輸送による壁への損失が大きく、無視できないためと考

えている。体積中での MN 反応による消滅過程に加えて、壁への負イオンの輸
送損失が無視できない場合には、規格化負イオン密度は次式となる。 
 

H

e

(DA)
1(MN)

e H

n v
n v

n

σ

σ
τ

−

−

< >
∝
< > +

                   (4.8) 

 
この式で規格化負イオン密度の電子温度依存性は、1mTorr の場合においても、

の電子温度依存性によって支配される。しかし、その絶対値は 1mTorr
の場合には、分母の容器壁への輸送損失項が大きく効くため、先の不連続な変

化が生じるものと推定している。 

>

しかしながら、以上の考察は 0 次元モデルによる考察であり、実際の装置形
状、磁場配位などを考慮していない。そこで、本章では、Camembert IIIの実際
の形状及び磁場配位を模擬し、第２章で説明したモンテカルロ輸送モデル

[6,9,10]を用い、負イオン輸送シミュレーションを行い、その損失機構のガス圧
依存性を調べ、上の 0次元モデルによる考察をより確かなものとする。 
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Fig. 4.1 Dependence of the relative negative ion density en n−  upon the electron 

temperature[1]. 
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Fig. 4.2 Dependence of cross section of dessociative atachment on electron temperature. 
 

4.3 シミュレーションモデル 
 
 解析対象を、Camembert IIIの負イオン源容器とする。Fig. 4.3に Camembert III
の模式図、用いた座標軸を示す。Camembert IIIの円筒形状、フィラメント位置、
内部のステンレスチューブ等幾何形状を実形状に忠実に取り入れる。Figure 4.3
に示す通り、Camembert IIIの引き出し孔は、直径 8mmとし、PG中心に１個配
置される単孔式である。 
シミュレーションでは、初期ガス圧値１）1mTorr、２）3mTorr において比較
を行う。テスト粒子となる負イオン粒子は体積生成、表面生成された負イオン

であり、負イオンのもつ初期温度は、初期ガス圧値、生成方法により異なる。

Table 3.1に実験値より仮定した負イオン初期温度に関する数値をまとめた。 
背景プラズマ条件もまた初期ガス圧値により異なる。Table 3.2 に実験値より
仮定した背景プラズマ条件に関する数値をまとめた。これらは、次の領域を除

く計算領域で一様分布と仮定する。フィラメントより真下、フィラメントを中

心に半径 1.0cm 以内の円柱状の領域は、電子の磁場勾配ドリフトを仮定し高温
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電子領域とする[2]。具体的には、この領域では電子温度をT 50e = eVとする。ま

た、クーロン衝突[11]、第２章３節式（2.11）～（2.13）に示す各種負イオン消
滅反応をモンテカルロ法により考慮している[12]。 
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Fig. 4.3 (a) Schematic diagram of the hybrid multicusp negative ion source 
“Camembert III.” One end of the chamber is bounded by the plasma electrode (PE), 
which contains an extraction hole of 0.8cm. (b) Horizontal section  through 
Camembert III. Sixteen columns of magnets (with a surface magnetic field of 3500G 
are installed with the north and the south poles alternatively. 
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Table 4.1 Initial temperature of volume and surface produced negative ion for two case 
of initial pressures: 1mTorr and 3mTorr. 
 
初期ガス圧値 1mTorr 3mTorr 

T −  体積生成負イオン初期温度 0.9 eV  0.4 eV  

T −  表面生成負イオン初期エネルギー 3.0 eV  1.0 eV  

H

H

 

 

Table 4.2 Background plasma parameters for two cases of initial pressures: 1mTorr and 
3mTorr. 
 
初期ガス圧値 1mTorr 3mTorr 

en  電子密度 164.0 10× 3m−  171.5 10× 3m−  

eT  電子温度 1.0 eV  0.55　eV  

Hn  原子密度 181.6 10× 3m−  184.8 10× 3m−  

HT  原子温度 0.3 eV  0.3 eV  

n +  
正イオン密度 164.4 10× 3m−  171.6 10× 3m−  

T +  
正イオン温度 0.9 eV  0.4 eV  

H

H
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・プラズマ閉じ込め用多極カスプ磁場配位 
 Camembert III は、Fig. 4.3（b）に示す 16個の矩形サマリウム－コバルト磁石
（表面磁場 3500G）によりプラズマ閉じ込め用多極カスプ磁場を形成する。カ
スプ磁場による空間磁場配位は、点磁荷モデルを用いて計算する[13]。この手法
では、磁石表面上に点磁荷を仮定し、点磁荷により生じる磁場を磁石表面積で

積分することで空間磁場を得る。 Fig. 4.4に x z− 平面上の空間磁場配位を示す。
また、半径方向の磁束密度変化について数値計算結果と Camembert IIIにおける
実測値とを比較し Fig. 4.5に示す。Fig. 4.5に示す通り、数値計算結果と実測値[1]
は Camembert III内部領域で一致しており、シミュレーションにおけるカスプ磁
場配位の妥当性が確認できる。 
 
 

 
 

Fig. 4.4 Spatial profile of the multicusp magnetic field. 
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Fig. 4.5 Radial variation of the magnetic field between two magnets. 
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4.4 シミュレーション結果 
 
4.4.1 低ガス圧下における体積生成負イオン損失機構のガス圧依存性[6] 
第２節で述べた実験結果及び 0次元モデルによる考察から、1mTorr程度のガ
ス圧下において、負イオンの損失過程は負イオン源容器壁への輸送損失が支配

的になることを指摘した。 
ここでは、モンテカルロ負イオン輸送モデルを用いた負イオンの軌道計算か

ら、低ガス圧下（1mTorr、3mTorr）における生成した負イオンの損失過程をそ
れぞれ調べ比較する。この結果から、先に述べた実験結果及び 0 次元モデルに
より得られた負イオン損失過程に関する初期ガス圧依存性を、負イオン空間輸

送の効果の側面から検証する。体積生成負イオンの負イオン源中心部から負イ

オン源内壁への到達率を、初期ガス圧（1mTorr、3mTorr）依存性を考慮して調
べることにより容器壁への輸送損失項の影響について考察する。 
 体積生成した負イオンは、負イオン源中心部で生成されるものとし初期温度

は、Table 4.1 に示す値を与える。生成した負イオンの速度分布は等方的である
と仮定し、モンテカルロ負イオン輸送モデルを用いて負イオン粒子が消滅また

は引き出されるまで軌道解析を行う。 
 Fig. 4.6に体積生成負イオン粒子の典型的な軌道を示す。Fig. 4.6に示す通り、
ガス圧 1mTorr下では多くの負イオン粒子が負イオン源容器壁に到達する。一方、
ガス圧 3mTorr下ではではほとんどの負イオン粒子が負イオン源容器壁に到達す
る以前に体積中で消滅する。 
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Fig. 4.6 Typical orbits of the volume produced negative ions. (a) at 1mTorr. (b) at 
3mTorr.  can easily reach the wall at 1mTorr compared with at 3mTorr. This 
shows that the wall loss dominates at 1mTorr. 

−H
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具体的に負イオン粒子の内壁への到達率を比較し、Table 4.3に示す。 
 

Table 4.3 Loss probability of volume produced negative ions. 
 

初期ガス圧値 1mTorr 3mTorr 

wall totN N  68 % 16 % 

dest totN N  28 % 82 % 

PG toN N t  4 % 2 % 

 
 
 
 

 
ただし、 
 

totN ：総粒子数 

wallN ：容器壁への輸送損失した負イオン数 

destN ：体積中で消滅した負イオン数 

PGN ：PGに到達した負イオン数 

 
である。 

Table 4.3より、ガス圧 1mTorr下では容器壁への輸送損失によって負イオン粒
子は数多く消滅するのに対し、ガス圧 3mTorr下では消滅反応によって負イオン
源内壁到達前に消滅する負イオン数が多い。この結果は、ガス圧 1mTorr下では
容器壁への輸送損失による消滅が大きくなるという実験結果と同様の傾向を示

している。したがって、負イオン空間輸送の効果の側面からも 1mTorr程度のガ
ス圧下において、負イオンの損失過程は負イオン源容器壁への輸送損失が支配

的になることが確かめられる。 
容器壁への輸送損失する負イオン粒子の消滅地点について調べる。側壁と上

面もしくは底面（PG領域を含まない）の容器壁への輸送損失する負イオン粒子
の割合を分け、Table 4.4 に示す。 
 

Table 4.4 Location of negative ions lost at the walls. 
 

初期ガス圧値 1mTorr 3mTorr 

side totN N  5 % 3 % 

_upper under totN N  63 % 13 % 
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ただし、 
 

sideN ：側面壁へと輸送損失した負イオンの数 

_upper underN ：上面もしくは底面（PG領域を含まない）壁へと輸送損失した負イオ

ン数 
 

とすると である。  _wall side upper underN N N= +

Table 4.4 の割合から上面、底面壁へと輸送損失する負イオン数が多いことが
わかる。Figure 4.7 に上面側から見た典型的な負イオン粒子の軌道を示す。中心
部で発生した負イオンは側面壁方向に向かうものもあるがカスプ磁場によって

負イオン源内部に閉じ込められる。よって側面壁へと輸送損失する負イオンは

少ない。 
負イオンは負イオン源内部を輸送中、カスプ磁場による上方、下方へのドリ

フトから上下方向に速度を持つものもある。その結果、カスプ磁場に捕われる

ものの上面、底面壁へと移動し容器壁へと輸送損失する。特に、体積中での消

滅が少ない初期ガス圧 1mTorr下では、多くの負イオンが上下方向に速度を持つ
ので上面、底面壁で消滅する負イオンも多くなる。一方、初期ガス圧 3mTorr下
では、負イオンはカスプ磁場に捕われ、Larmor旋回運動中に体積消滅する。 
1mTorr と 3mTorr とで sideN の差に比べて の差が大きいのはこのため

である。 
_upper underN

 ここまで、実験結果及び 0 次元モデルにより得られた負イオン損失過程に関
する初期ガス圧依存性を、負イオン空間輸送の効果の側面から検証した。負イ

オン源中心部で体積生成した負イオンについて、1mTorr 程度の初期ガス圧下に
おいて、負イオンの損失過程は負イオン源容器壁への輸送損失が支配的になる

ことが明らかとなった。一方、初期ガス圧 3mTorr下では、ほとんどの負イオン
は、内壁に到達する以前に主に MN 反応によって体積中で消滅した。この結果
は、実験結果及び 0次元モデルにより得られた結論と同様の傾向を示している。 
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Fig. 4.7 Cross sectional view of typical orbits of the volume produced negative ions. (a) 
at 1mTorr. (b) at 3mTorr.  can easily reach the wall at 1mTorr compared with at 
3mTorr. This shows that the wall loss dominates at 1mTorr. 

−H

 101



4.4.2 引き出し電流に効果的な表面生成負イオンの生成点[6] 
第１章にて述べた通り、Camembert IIIにおいてもセシウム添加による表面生
成の効果が実験的に確かめられている[14,15]。ここでは、表面生成負イオンの生
成点を１）側壁、２）上面壁、３）PGとし、それぞれの生成点からの負イオン
軌道を調べることで負イオンの引き出し電流に効果的な生成点について考察す

る。 
前節のシミュレーションと同様に、低ガス圧下（1mTorr、3mTorr）において
比較および考察する。負イオン源容器壁表面で表面生成した負イオンの初期温

度は、容器壁表面に生じるシース電位による加速を考慮し、Table 4.1 に示す初
期エネルギーを与える。また、表面生成した負イオンの速度分布は、シース電

位による加速のため内壁に垂直な方向のみを持つとする。 
 Figure 4.8 に側壁で表面生成された負イオン粒子の消滅点空間分布を示す。ガ
ス圧 1mTorr、3mTorr下どちらの場合においても負イオンは側壁周辺で消滅して
いる。側壁で生成された負イオンはカスプ磁場に捕獲されるため負イオン源中

心部へと移動しにくい。Figure 4.9にカスプ磁場を形成する側壁に設置された磁
石間での負イオン軌道の拡大図を示す。Figure 4.9に示す通り、側壁で表面生成
された負イオンは、カスプ磁場による捕獲が生じるため引き出し電流に対して

寄与し得ない。 
 一方、上面壁中央付近で表面生成した負イオン粒子の PG 到達率は大きい。
Figure 4.10に典型的な軌道を示す。これらの結果は、カスプ磁場による負イオン
の磁化が効果的でない領域、すなわち上面壁中央付近や PE表面上引き出し孔付
近などの領域で生成された負イオンが、負イオン引き出し電流に寄与し得るこ

とを示唆している。 
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Fig. 4.8 Destruction points of negative ions (a) at 1mTorr and (b) at 3mTorr. Negative 
ions are destructed around the sidewall at both of pressures. At both of pressures 
hardly can reach the center of the source. 

−H  
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Fig. 4.9 Typical orbits of  created at the surface between two magnets. −H
 

 
Fig. 4.10 Typical orbits of  created at the upperwall. Ngative ions launched from 
the center of the upperwall has large probability to reach the PG. 

−H
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4.5 まとめ 
  
大型ハイブリッド型負イオン源 Camembert III内で生成した負イオンの輸送過
程を解析し、体積生成した負イオンについて体積中における負イオン損失の効

果のガス圧依存性、さらに表面生成負イオンについて引き出しに効果的な生成

点について調べた。 
はじめに、実験結果を 0 次元モデルに適用し体積生成した負イオンの損失過
程について検討した。この結果から、特に 1mTorr程度のガス圧下において、体
積生成負イオンの損失過程は負イオン源容器壁への輸送損失によるものが支配

的になることが明らかとなった。 
これに対し、モンテカルロ負イオン輸送モデルを Camembert IIIに適用し、低
ガス圧下（1mTorr、3mTorr）において体積生成した負イオンの損失過程を調べ、
先に述べた 0次元モデルにより得られた損失過程に関する初期ガス圧依存性を、
負イオン空間輸送の側面から検証した。負イオン源中心部で体積生成した負イ

オンについて、ガス圧 1mTorr下では、3mTorr下に比較して、四倍程度の負イオ
ンが負イオン源容器壁へと到達した。一方、ガス圧 3mTorr下では、ほとんどの
負イオンは、内壁に到達する以前に主に MN 反応によって体積中で消滅した。
したがって、負イオンの空間輸送を考慮した多次元での解析からも 1mTorr程度
のガス圧下において、負イオンの損失過程は負イオン源容器壁への輸送損失が

支配的になることが示された。この結果は、先の実験結果及び 0 次元モデルに
よる考察と同様の傾向を示している。 
 表面生成負イオンについて、引き出し電流に対する生成点の影響を調べた。

側壁で生成された負イオン粒子はカスプ磁場に捕獲されるため負イオン源内部

へと移動しにくい。それゆえ、カスプ磁場による影響が小さい領域、すなわち

上面壁中央付近や PG 表面上引き出し孔付近などの領域で生成された負イオン
が、引き出し電流に寄与することが明らかになった。 
 以上のように、低ガス圧下のもとでは体積生成した負イオンについて、損失

の支配的機構が初期ガス圧に大きく依存することが明らかになった。これは、

モンテカルロ負イオン輸送モデルによる初期ガス圧値を考慮した負イオン輸送

過程の解析が、低ガス圧値の中で負イオン密度増大に適したガス圧値を考察す

る際に有効となることを示唆している。 
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第３章 

 

タンデム型水素負イオン源における 

表面生成負イオンのエネルギー緩和過程の解析 

 
3.1 はじめに 
 
第１章で述べたように、核融合プラズマを効率よく加熱するためには、収束

性の良い中性粒子ビームを用いて炉心プラズマの中心にビームを入射すること

が必要である。 
負イオン源において生成された負イオンビームは、一般に高い収束性をもつ

ことが実験的に知られている[1,2,3,4,5]。いずれにしても、先に第１章において
説明したように引き出された負イオンビームの下限を支配するのは、負イオン

源プラズマ内における負イオンのエネルギー分布である。ビーム引き出し系及

び加速系を多段化し、電界レンズなどによって最適化したとしても、発散角を

完全にゼロにすることは不可能である。すなわち、負イオンは負イオン源内部

において粒子間衝突などに起因するランダムな速度成分をもっている。発散角

の下限は、このようなランダムな速度成分によって決まる。 
したがって、負イオンビームのさらなる収束性の向上を目指すためには、負

イオン源内における負イオンのエネルギー分布を支配する物理的機構の理解、

負イオンエネルギー分布の広がり（温度）の定量的評価[6]が重要である。 
本章では、以下、第２章で説明したモンテカルロ輸送モデル[7,8,9,10]を、タン

デム型負イオン源の解析に適用し、フィルター磁場の効果も合わせて考慮した

上で、引き出し電極表面で生成された負イオンのエネルギー分布の解析を行う。 
第２節では、まず典型的な負イオン源プラズマに対して、クーロン衝突及び

中性原子との弾性衝突周波数に対する簡単な見積もりを行い、水素負イオン源

における負イオンエネルギー緩和過程におけるクーロン衝突の重要性を指摘す

る。第３節では計算対象領域である負イオン源 2nd chamberのモデリングについ
て述べる。 
次に、第４節ではシース電場によって加速を受けた表面生成負イオンのエネ
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ルギー緩和過程について調べ、ビーム発散角への影響を議論する。表面生成さ

れた負イオンは、表面近傍に存在するシース電場による加速を受けるため体積

生成負イオンに比較して、大きな初期エネルギーを持ち得る。従って、表面生

成負イオンが負イオン源内で十分エネルギー緩和を受け、減速し得るか否かを

解析することは、上に述べた負イオンビームの良好な収束性を理解する観点か

ら重要である。 
さらに、第５節では表面生成負イオンの引き出し確率の磁場依存性を調べる。

プラズマ電極表面で生成された負イオンは、シース電場による加速を受けた後、

フィルター磁場によって偏向を受け、Larmor 旋回によりプラズマ電極表面の引
き出し孔に到達し、引き出されると考えられている。磁場中の Larmor 半径は、
負イオンのエネルギーに依存する。従って、表面生成負イオンの引き出し確率

も負イオンのエネルギー緩和過程を正確にモデルに反映し、議論する必要があ

る。 
 
3.2 負イオン源における負イオン弾性衝突過程 
 
負イオン源 2nd chamberにおける典型的な負イオン源プラズマに対して、クー
ロン衝突及び中性原子との弾性衝突周波数に対する簡単な見積もりを行う。 

Fig. 3.1に弱電離および強電離プラズマ間の遷移の電離度特性を示す。プラズ
マ中における荷電粒子の輸送過程は、電離度に左右され、大きく二つの場合に

分けられる。一つは弱電離プラズマで、そこではイオン－原子の衝突周波数が

大きい。すなわち ii iaν ν<< となる。ここで、 iiν 、 iaν は、イオン－イオン衝突周

波数、イオン－原子衝突周波数を示す。一方、もう一つは強電離プラズマで、

そこではイオン－イオンの衝突周波数が大きい。すなわち ii iaν ν>> となる。Fig. 
3.1 において ii iaν ν= の成立する線上を境界として上記二つのプラズマ特性領域

が分けられる[11]。 
Fig. 3.1において、Tは背景イオン温度を表す。i i ann はイオンと原子の数密度

比を表す。イオン－イオン衝突周波数は次式で与えられる。 
 

5 2

2 1 2 3 2
0

ln
8 2

i
ii

i i

q n
m T

ν
πε

Λ
=                       (3.1) 

 
ここで 、 、q lnΛ 0ε 及び は、電荷、クーロン対数、真空の誘電率およびイオ

ン質量を示す。一方、イオン－原子衝突周波数は次式で与えられる。 
im
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ia a a thn Vν σ=                           (3.2) 

 
ここで、 aσ は衝突断面積、V はイオン熱速度である。 th

 

3 i
th

i

kTV
m

=                            (3.3) 

 
とする。 kはボルツマン定数を示す。 ii iaν ν= のとき、式（3.1）～（3.3）を用い
て i ann は、 

 
2

20
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8 6
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i
i

a

n k T
n q

πε σ
=

Λ
a                      (3.4) 

 
と表せる。 
 イオン源 2nd chamberにおける典型的な背景プラズマパラメーターは、 
 

210i

a

n
n

−≈ ~10 1−                          (3.5) 

 
0.5iT ≈ ~1eV                          (3.6) 

 
である。したがって、これらの条件のもとでは Fig. 3.1からわかるように十分

ii iaν ν> が成立し（Fig. 3.1青く記した領域）、すなわち負イオン源 2nd chamberに

おける弾性衝突過程は、中性原子との弾性衝突よりもクーロン衝突が支配的と

なる。 
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Fig. 3.1 The boundary iaii νν =  between highly and weakly ionized plasma in the 
plasma parameter space, where iiν  is the ion-ion Coulomb collision frequency, and 

iaν  is the ion-atom collision frequency. 

 
3.3 シミュレーションモデル 
 
解析対象を、タンデム型負イオン源の 2nd chamberとする。2nd chamber を Fig. 

3.2の鳥瞰図に示す直方体型とする。また、Fig. 3.3にその側面図を示す。底面壁
である PGには引き出し孔を有する。引き出し孔は、半径 7mmとし、PG中心の
正方形領域（12.8 cm× cm）に同間隔（5mm）で712.8 7× 個配置される。 
テスト粒子となる負イオン粒子は表面生成負イオンである。Fig. 3.3に示すよ
うに PG表面より垂直方向に初速度を持ち射出される。初速度はシースポテンシ
ャルによる加速を考慮し 3.0eVの初期エネルギーを与える。背景プラズマ空間分
布は、イオン源プラズマで測定される典型的な数値を用い、計算領域で一様な

分布を仮定する。Table 3.1に仮定した数値をまとめる。また、第２章３節式（2.45）
～（2.47）に示す各種負イオン消滅反応を考慮している[12]。 
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Fig. 3.2 Bird’s eye view of model geometry for the 2nd chamber of a tandem type and 
cubic negative ion source. 
 

 

 
Fig. 3.3 Cross sectional view of model geometry for the 2nd chamber of a tandem type 
and cubic negative ion source. Total number of 7×7 extraction holes with the same 
radius (7mm) and the same intervals (5mm) are located at 12.8cm×12.8cm surface area 
on the center part of PG. 
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Table 3.1 Plasma parameters. 
 

en  電子密度 181.0 10× 3m−  

eT  電子温度 1.0 eV  

Hn  原子密度 191.0 10× 3m−  

HT  原子温度 0.5 eV  

n +  
正イオン密度 181.0 10× 3m−  

T +  
正イオン温度 1.0 eV  

H

H

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
磁気フィルターによる空間磁場配位は、次式に示すガウス分布の形状で与え

る。 
 

( )
2

0
0 expx

B

y yB y B
l

  −
 = − 
   

                    (3.7) 

 
ここで、磁気フィルターの位置 0 0.1 my = 、 

磁気フィルターの幅 0.2 mBl = 、 
磁場強度 とする。 0 150 GB =

 
 シミュレーションでは、統計的な誤差を小さくするため多数のテスト粒子

（10 個）を用いた。Fig. 3.4に表面生成された負イオンの生成から引き出し孔よ
り引き出されるまでの計算軌道を示す。負イオンは引き出し孔に到達した直後、

引き出し電圧によって− 方向の電場による加速を受け引き出される。 

4

y
 

 70



 
 

Fig. 3.4 A typical orbit of  ions in the 2nd chamber of the negative ion source. 
Surface produced  ions are followed until they are extracted in the simulation. 

−H
−H

 

 負イオン粒子が引き出される際の負イオンビームの発散角 divθ は以下のよう

に定義される。 
 

2 2
1tan x z

div
ye

V V
V

θ −
 +
=

 




                       (3.8) 

 

ここでV 、V は、各々負イオン速度のx y x、 成分である。Fig. 3.5に各速度成
分の関係を示す。V は引き出し電圧による電場からの加速後の 方向速度成分

を示す。 

z

ye y
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Fig. 3.5 Definition of a divergence angle. 
 

acE を引き出し電圧値とするとV は以下の式で定義される。 ye

 

2 ac
ye

i

qEV
m

=                          (3.9) 

 

ここで、E kVとして与えた。このとき、y方向の速度成分V は、V V
となるため無視できる。また、電界レンズの効果等によるビーム収束性の改善

は考慮しておらず、発散角

100ac = y y y<< e

divθ には、負イオン源内部におけるクーロン衝突等に

起因するランダムな速度成分が直接的に影響する。 
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3.4 シミュレーション結果 
 
3.4.1 クーロン衝突によるエネルギー緩和の効果[9,13] 

Table 3.1のように仮定された背景プラズマにおいて、
H

3.0E − = eVの初期エネ
ルギーをもつ表面生成負イオンの平均エネルギーの時間発展を Fig. 3.6に示す。
ここで、負イオンの平均エネルギー は以下のように与えられる。 NIE
 

( )2 2 2

2NI x y z
mE V V V= + +                    (3.17) 

 

このときタイムステップ幅 83.24 10t −∆ = s である。よって、Fig.3.6 からエネ
ルギー緩和時間

×

rτ は 
 

62.0 10rτ
−≈ × s             (3.18) 

 
程度である。 
負イオン輸送過程においてクーロン衝突によるエネルギー緩和が効果的とな

る前提として、負イオンの生成から引き出しの過程におけるエネルギー緩和時

間 rτ と比較して負イオンが 2nd chamber内に滞在している時間、すなわち負イオ
ンの閉じ込め時間 cτ が長いことがある。 
ここで、閉じ込め時間 cτ を見積もる。まず、定常状態では体積中での負イオ

ン消滅量と生成量がバランスする。すなわち、 
  

 
eff

loss prod des

des

S S P
A P
V
γ

= ×

Γ
= ×

           (3.10) 

 

ここで、 、 、 は、各々、単位時間、単位体積あたりの負イオン消

滅量、PG表面での負イオン生成量及び体積中での負イオン消滅確率を表す。さ
らに は、PG 表面への中性原子流束

lossS prodS desP

prodS Γ、壁の実効面積 、負イオン表面生

成率

effA
γ 及び負イオン源 2nd chamber体積V を用いて effprodS A Vγ= Γ で与えられる。

一方、 は、各種消滅反応による消滅項を考えて lossS
 

( )HH ED AD Hloss eS n n v n v n vσ σ σ−= + +
MN+          (3.11) 
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で与えられる。式（3.10）、（3.11）から負イオン密度
H

n −は、 

 

( )
H eff

H
HH ED AD H MN

des

e

A Pn
n n v n v n v V

γ
σ σ σ

−

− +

Γ
=

+ +
          (3.12) 

 

と求まる。シミュレーションでは、 は 1.4 、effA 2m HΓ は容器壁への水素原子粒

子フラックスで 
 

H H
H 4

n v
Γ =                          (3.13) 

 
で与える。Rasserの式[14]より 0.04γ = とし、V は負イオン源容器の体積 0.1 で

ある。さらに、負イオンの消滅確率 は、シミュレーションより 0.72である。 

2m

desP

これらの数値から 
 

17
H

1.0 10n − ≈ × 3m−                  (3.14) 

 
次に、負イオンの閉じ込め時間 cτ は、連続の式より 

 

H
c

prod loss

n
S S

τ −
=

−
                         (3.15) 

 
と与えられるので、上記の数値を用いて 
 

53.0 10τ c
−≈ × s                    (3.16) 

 
程度である。 
これをエネルギー緩和時間 62.0 10rτ

−≈ × sと比較して、 
 

c rτ τ>>                            (3.19) 
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が確認できる。 
よって、負イオンのエネルギー緩和時間は、負イオンの閉じ込め時間より十

分短いため、2nd chamber内の負イオン輸送過程においてクーロン衝突によるエ
ネルギー緩和は効果的となる。負イオンは、熱速度から見積もると生成地点か

ら 5cm 程度という短い距離を移動する間にエネルギー緩和を受けることとなる。
このとき緩和後の負イオン粒子の運動エネルギーは 

 

2
H

1 3
2 2

mv kT
H− −=                           (3.20) 

 

Fig. 3.6に示す通り1.5 eV 
H

3
2

kT +

 =
 

程度となる。 

また、Fig.3.6 に示す A～E はそれぞれタイムステップ 1、10、50、100、200
の時間フェイズを示す。Fig. 3.7にフェイズ A～Eにおける負イオンの速度分布
を示す。また、F は引き出し孔に到達した負イオンの速度分布を示す。Fig. 3.7
に示す通りフェイズ A で単色分布であったエネルギーが時間経過に伴いその分
布が広がっていく様子が確認できる。負イオンの速度分布は、クーロン衝突を

経て最終的に背景正イオン温度の広がりをもつマクスウェル分布へと緩和する。 
 

 

 
Fig. 3.6 The time evolution of the average kinetic energy of  ions. −H

 75



 

 

 76



3.4.2 エネルギー緩和過程が負イオンビーム発散角に与える影響[9] 

前節で示した通り、負イオンは、負イオン源 2nd chamber移動中にクーロン衝
突によるエネルギー緩和を受ける。負イオンのエネルギー緩和過程の効果が発

散角に与える影響について調べる。実験における正イオン温度は必ずしも明確

ではないため、ここでは、１）T
H

1.0+ = eV、２）T
H

3.0+ = eV 二種の正イオン温
度についてビーム発散角を見積もり、比較する。 
 Fig. 3.8 に引き出し孔における発散角の比較を示す。Fig. 3.8 に示す通り

eV の場合において負イオンビームはより高い収束性を示す。各々の場
合において平均的なビーム発散角

H
1.0T + =

divθ を求める。ここで divθ は以下のように定

義される。 
 

( )
1

extractn

div
i

div
extract

i

n

θ
θ ==

∑
                      (3.21) 

 

extractn は引き出し孔より引き出された負イオンの粒子数を示す。 
具体的に divθ を求めると、 
 

H
1.0T + = eVにおいて 3.86divθ = mrad 

 

H
3.0T + = eVにおいて 5.44divθ = mrad 

 

となる。特にT
H

1.0+ = eVの場合、ITERの設計値で要求される 5mrad以下という
条件を十分に満たす。 
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Fig. 3.8 Distribution of the  ion beam divergence angle at the extraction holes for 
= 1 eV and = 3 eV. 

−H

H
T + H

T +

 
ここまで、シース電場による加速によって比較的高い初期エネルギーを持っ

た表面生成負イオンについて、負イオン源における典型的なプラズマ条件下で、

背景正イオンとのクーロン衝突によるエネルギー緩和過程を調べた。その結果、

表面生成された負イオンのエネルギー緩和時間は、負イオンの閉じ込め時間よ

り短いため、負イオンは負イオン源内を輸送する間に十分背景正イオンの温度

程度まで緩和され得ることを示した。このことは、ビーム発散角の見積もりか

らも明らかなように、負イオンビームの良好な収束性を説明する一要因となり

得ることを示唆している。 
 
3.4.3 表面生成負イオンの引き出し確率に対する磁束密度の影響[15] 

 本節では、式（3.7）における磁束密度 0B をパラメーターとし、Table 3.1のよ
うに仮定された背景プラズマにおいて、

H
E − 3.0= eVの初期エネルギーをもつ表

面生成負イオンについて引き出し確率の磁場依存性について述べる。磁場中の

Larmor 半径は、負イオンのエネルギーに依存する。したがって、表面生成負イ
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オンの引き出し確率においても負イオンのエネルギー緩和過程を正確にモデル

に反映し、議論する必要がある。 
引き出し確率 は次式で定義される。 exP

 

ex
ex

tot

NP
N

=                           (3.22) 

 

ここで、 は引き出し孔より引き出された負イオンの粒子数、 は総負イオ

ン粒子数を示す。 は PG 上で表面生成される負イオンの生成点 (
exN totN

exP ),i ix z の関数
となる。 
 Fig. 3.9は、磁束密度 0B に対する平均引き出し確率 exP の関係を示す。ここで

exP は次式で定義される。 
 

( ),ex i i i iPG
ex tot

PG

P x z dx dz
P

S
= ∫ ∫                      (3.23) 

 
tot
PGS は、PG表面の総面積を示す。 
Fig. 3.9より 0B に対する の依存性は小さい。この原因を調べるためには以下

定義する平均確率

exP

passP と destP について調べる必要がある。 
 

pass pass totP N N=                        (3.24) 

 

dest dest totP N N=                         (3.25) 

 

 ：磁気フィルターを通り抜けて 2nd chamber 上部で消滅する負イオン粒

子数。 

passN

 ：消滅反応により空間中で消滅する負イオン粒子数。 destN

 

passP および destP と磁束密度 0B の関係を Fig. 3.10 に示す。Fig. 3.10 より
G 程度から、0 10B > 0B の増加に伴い passP が急激に減少することがわかる。こ
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れは G 程度の状況下では、磁気フィルターによる負イオンの空間的な閉
じ込めが悪く、負イオンが消滅反応を起こすことなく磁気フィルターを容易に

通り抜け、2nd chamber外へと流出することを意味する。 

0 10B ≈

0.1 m

H
1.0+ =

1.0=

0B ≈

passP

0

Larmor半径は、負イオンのエネルギーに依存するが、E
H

3.0− = eVの初期エネ
ルギーをもつ負イオンの閉じ込めに要する磁場は、式（3.7）における
と Larmor半径を比較することで

0 0.1 my =

0 25B ≈ G程度と見積もることができる。しかし
ながら、Fig. 3.10より得られた結果では、 Gの比較的小さい磁束密度に
おいてすでに五割以上の負イオンの閉じ込めが成立している。この原因として、

負イオンのエネルギー緩和過程が挙げられる。先にも述べた通り、負イオンは、

よりも短い距離を移動する間にクーロン衝突を経て背景正イオン温

度 eV の広がりをもつマクスウェル分布へと緩和する。このとき、
eV の初期エネルギーをもつ負イオンの閉じ込めに要する磁場は、先と

同様に G 程度と見積もることができる。比較的高エネルギーをもった負
イオンが、比較的低温度の背景正イオン温度へとエネルギー緩和するため閉じ

込めに要する磁場の値が減少する。その結果、 G程度から

0 20B >

0B

0y =

T

H
E −

15

10> 0B の増加に伴
い が急激に減少し、比較的小さい磁束密度において負イオンの閉じ込めが

成立し易くなる。 
一方、B が増加に伴い destP が増加する傾向は次のように説明される。強磁場

下において、負イオンの Larmor半径が小さくなり、磁化する程度になると磁力
線に沿っての旋回運動により負イオンの実質的な移動距離は長くなる。その結

果、消滅反応の平均自由行程に達し消滅頻度が増すことがいえる。 
 以上より磁場強度 0B の増加に伴い passP は減少し、 destP は増加する傾向にあ

る。ここで 
 

1ex pass destP P P= − −                     (3.26) 

 

であることを考えると、Fig.3.10 より passP と destP は互いの効果を打ち消しあ

う。その結果、 0B による exP への影響が少なくなる。 
表面生成負イオンについて引き出し確率の磁場依存性は小さいことを明らか

にした。この原因は、磁気フィルターによる負イオンの空間的な閉じ込めと磁

力線における旋回運動中の損失がバランスすることにある。特に、Larmor 半径
の負イオンエネルギー依存性は、磁気フィルターによる負イオンの閉じ込めに

影響を及ぼし、従って表面生成負イオンの引き出し確率も影響を受ける。この
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ため、負イオンの引き出し確率を評価する際に負イオンのエネルギー緩和過程

を考慮することは重要な意味をもつ。 
 

 
 

Fig. 3.9 Effect of the magnetic filter on negative ion transport. Extraction probability of 
surface produced negative ions averaged over PG surface is plotted as function of the 
field strength 0B . Total of flights are used in the simulation. 33 10×
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Fig. 3.10 Probability  of negative ion passing through the filter region and lost in 
the first chamber and destruction probability  of negative ion in the second 
chamber as a function of 

passP

destP

0B . 
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3.5  まとめ 
 
本章では、解析対象をタンデム型負イオン源 2nd chamberとし、モンテカルロ
負イオン輸送モデルを適用した。比較的高い初期エネルギーを持った表面生成

負イオンについて、背景正イオンとのクーロン衝突によるエネルギー緩和過程

を負イオン源における典型的なプラズマ条件下で調べた。 
その結果、表面生成された負イオンのエネルギー緩和時間は、負イオンの平

均的な閉じ込め時間より短いため、負イオンは負イオン源内を輸送する間に十

分背景正イオンの温度程度まで緩和され得ることを明らかにした。ビーム発散

角の見積もりから、これらの負イオンについて比較的小さな発散角が得られた。

このことは、クーロン衝突によるエネルギー緩和過程が、負イオンビームの良

好な収束性を説明する一要因となり得ることを示唆している。また、モンテカ

ルロ輸送モデルが負イオン源内の負イオンエネルギー分布を解析するための有

用なツールとなり得ることが示された。 
次に、表面生成負イオンについて引き出し確率の磁場依存性について調べた。

その結果、表面生成負イオンについて引き出し確率の磁場依存性は小さいこと

を明らかにした。この原因は、磁気フィルターによる負イオンの空間的な閉じ

込めと磁力線における旋回運動中の損失がバランスすることにある。 
Larmor 半径の負イオンエネルギー依存性は、磁気フィルターによる負イオン
の閉じ込めに大きく関与する。比較的高エネルギーをもった負イオンが、比較

的低温度の背景正イオン温度へとエネルギー緩和するため閉じ込めに要するフ

ィルター磁場の値が減少する。それに起因し、表面生成負イオンの引き出し確

率も影響を受ける。よって、負イオンの引き出し確率を評価する際に負イオン

のエネルギー緩和過程を考慮することは重要な意味をもつ。 
第１節に述べたように、本研究以前に負イオンのエネルギー緩和過程をシミ

ュレーションにより解析した例は、国内・国外を問わず全く皆無であった。ま

た、実験的にも Bacalらの体積生成負イオンに関して行われた負イオン温度測定
が一例あるのみであった[6]。今後、負イオンの良好な収束性の更なる理解のた
めには、本シミュレーションと実験との直接的な比較が必要である。そのため

には、今後、分子と負イオンとの衝突によるエネルギー緩和過程を考慮するな

ど、シミュレーションモデルの詳細化と同時に、実験的に負イオン温度、背景

プラズマ正イオン及び中性粒子の正確な温度測定が望まれる。 
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第２章 

 

負イオン源プラズマの数値計算モデルと計算手法 
 

2.1 はじめに 

本章では、解析に用いたモンテカルロ負イオン輸送モデルおよび静電プラズ

マ粒子モデルについて水素負イオン源プラズマを対象とした数値モデルの構築

法とその特徴、優位性について述べる。また、具体的な計算手法を記す。 
 

2.2 モンテカルロ負イオン輸送モデルのモデル構成 

モンテカルロ負イオン輸送モデルを用いた計算では、表面・体積生成後の負

イオン粒子をテスト粒子と考え、三次元的に負イオンの軌道追跡を行う[1,2,3,4]。
与えた背景プラズマ分布を用いて負イオンの反応過程を考慮し、負イオンが消

滅または引き出しまでの輸送過程の解析を行うことが可能である。こうした負

イオン輸送過程のモデリングは、次の三つの段階に分けて考えることができる。 
 
A：表面・体積生成した負イオンの発生・入射過程 
B：背景プラズマ内における負イオン輸送過程 
C：引き出し孔における負イオンの引き出し過程 
 

 Fig. 2.1にモンテカルロ負イオン輸送モデルの概略図を示し、負イオン源にお
ける上記 A～C各過程の対応個所を記した。ここでの概略図は、典型的なタンデ
ム型負イオン源を対象としている。 
 A では、表面・体積生成した負イオンの発生位置、入射初期速度について扱
う。負イオンの初期速度分布、初期位置の与え方は表面生成法または体積生成

法の各生成方法によって区別される。 
 Bでは、負イオンについて実空間および速度空間での輸送を扱う。ここでは、
空間磁場配位を考慮し、ニュートンの運動方程式を解くことで負イオンの軌道

を計算する。バルクプラズマ中では、プラズマの準中性が成立するため、電場

の影響は考慮しない。また、実験結果に基づく背景プラズマ分布を与え、クー

ロン衝突によるエネルギー緩和、消滅反応等の各反応過程を扱う。 
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 Cでは、負イオンが引き出し孔より引き出されたどうかの判断を行う。第３章
で述べる解析では、引き出された負イオンの発散角を計算するために引き出し

電極からの引き出し電場を考慮する。 
Figure 2.2にモンテカルロ負イオン輸送モデルにおける計算の流れ図を示す。
次節では、Fig. 2.2にそって A～C各過程のモデリングの詳細と用いた数値計算
法について述べる。 
 

 
 

Fig. 2.1 Schematic diagram of Monte Carlo negative ion transport model. 
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Fig. 2.2 Structure of Monte Carlo negative ion transport model. 
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2.3 モデルの詳細と計算手法 

2.3.1 体積・表面生成した負イオンの入射過程モデリング 
計算領域中に発生させた負イオン粒子は、表面生成または体積生成の過程を

経て生成されたものと考える。したがって、それらの生成法に応じた初期速度

分布、初期位置を考慮する必要がある。 
 
・表面生成負イオン 
表面生成した負イオンの初期エネルギー及び初期速度分布は、内壁表面近傍

に生じるシース領域に生ずる電場の影響を考慮し設定する。以下、シース及び

シース領域における電位降下についてまとめる[5]。 

 一般に、プラズマと容器壁との間には準中性条件が成立しないシース領域が

存在する。電子は正イオンに比較して質量がはるかに小さいため容器壁に先に

到達する。このため、壁の電位はプラズマの電位よりも低くなる。こうして生

じた電場に正イオンは加速される。その一方で電子は減速される。やがて壁に

到達する正イオン及び電子の流束は等しくなり定常的なシースが形成される。 
この定常的なシースにおける電位降下 φ∆ は、プラズマを流体近似することで

以下のように解析的に求めることができる。正イオンの流速は、プレシース領

域での加速によりシース領域入り口においてイオン音速 [m s]s　C に到達する。イ

オン音速 sC は、電子温度T [eV]、正イオン温度T [eV]を用いて以下のように定
義される。m は正イオンの質量、

e +H

H
 [kg]+ [ J K ]k はボルツマン定数である。 

 

           
( )e H

H
s

k T T
m

+

+

+
=C              (2.1) 

 
また、正イオンのシース領域入り口でのフラックスは 
 

              
H sen C++Γ =               (2.2) 

 

である。ここで、 は電気素量、 n はシース領域入り口における正イ

オン密度を表す。電子密度分布は、温度T のボルツマン分布を仮定する。さら
に電子の壁方向の速度はシース領域内でマクスウェル分布に従う速度分布をも

つと仮定する。その結果、壁に流入する電子のフラックスは平均の速さを用い

 [C]e -3
H

[m ]+

e
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て 
 

       e e
e

1 exp
4

een v
kT
φ−  ∆

Γ = −
 

           (2.3a) 

1 2

e
e

e

8kTv
mπ

 
=  
 

               (2.3b) 

 

と表される。ただし、n はシース領域入り口における電子密度を表す。 -3
e  [m ]

定常的なシースは、電子フラックスと正イオンフラックスがバランスするこ

とで実現される。したがって + −ΓΓ = として、電位降下は 
 

     

2

e eH

e eH

ln 2 1
2

n TkT m
e n m T

φ π+

+

H+
     
 ∆ = − +           

        (2.4) 

 
と表される。さらにシース領域入り口ではプラズマの準中性条件を用いて

と仮定すると e H
n n +≈

 

       e e H

eH

ln 2 1
2

TkT m
e m T

φ π +

+

   
∆ = − +    

    
           (2.5) 

 
と表される。 

電位降下は、内部プラズマから内壁方向への負電荷のフラックスを遮蔽する

働きをする。つまり、電位降下により容器壁表面に対して垂直方向の電場が生

じる。これにより表面生成した負イオンは容器壁表面に対して垂直かつ内部プ

ラズマ方向に加速を受ける。その結果、表面生成した負イオンは e φ∆ のエネル

ギーをシース領域で得る。 
 また、シースの厚さは、以下の式（2.6）で定義されるデバイの遮蔽長のオー
ダーであり、プラズマの大きさに比べて非常に薄い。 
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0 e
2

e
D

kT
n e
ελ =                (2.6) 

 
以上の理論を計算モデルに反映させると、以下のようにまとめられる。 
１）表面生成負イオンの初期エネルギーは、シース領域で加速の際に得るエ

ネルギーを考慮して与える。 
２）速度は容器壁に垂直方向の速度分布を与える。 
３）シースの厚さは無視できるほど小さいため、初期位置はイオン源内壁上

で与える。 
 
・体積生成負イオン 
体積生成過程は、第１章式（1.5）、（1.6）に示す二段階過程により支配され
る。体積生成した負イオンの初期エネルギーは、シース領域での電場による加

速等がないため表面生成した負イオンより小さい。また、その速度分布は、ラ

ンダムな運動を考慮し等方的な速度成分を持つと考えることができる。式（1.6）
に示される DA反応は、タンデム型負イオン源では 2nd chamber、Camembert III
に代表されるハイブリッド型負イオン源では容器中央部で起きていると考えら

れる。そのため、体積生成負イオンの初期位置は、タンデム型負イオン源では

2nd chamber、ハイブリッド型負イオン源では容器中央部の空間中で与える。 
 
2.3.2 体積・表面生成した負イオンの入射過程の計算手法 
・表面生成負イオン 
 式（2.5）で与えられる電位降下は、典型的な負イオン源プラズマの電子温度、
イオン温度において 3～5eV程度と計算される。そのため、表面生成負イオンの
初期エネルギーは、3～5eV程度の値を持つ。また、Fig. 2.1に示す様に初期位置
の座標を負イオン源内壁上に設定し、初期速度分布は内壁に対して垂直方向成

分のみを与える。 
 
・体積生成負イオン 
先に述べた通り体積生成負イオンはランダムな速度成分を持つため、その初

速度は、累積分布関数を用いて決定する[6]。ここで累積分布関数とは、速度分
布関数 に対して ( )f v
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( )
( )
( )

0

0

v f v d
F

v f v d
∞

′ ′ ′
=

′

′ ′ ′

∫
∫

v
v

v
v′

                    (2.7) 

 

と定義される。負イオン輸送モデルにおいては、 ( )f v をマクスウェル分布と
する。このとき体積生成負イオンの初期温度（0.5eV程度）から熱速度 v を計算
し、

t

Rを0 の一様乱数として 1R< <
 

2 lnt R= −v v                         (2.8) 

 
を用いて初速度の各速度成分を決定する。また、Fig. 2.1に示す様に初期位置の
座標は負イオン源空間中に設定する。 
 

2.3.3 背景プラズマ内における負イオン輸送過程のモデリング 
 モンテカルロ負イオン輸送モデルでは、生成した負イオン粒子をテスト粒子と

して考え、負イオン源中での輸送過程を解析する。そのため、電磁場中でのニ

ュートンの運動方程式と粒子間のクーロン衝突、消滅反応を考慮して実空間、

速度空間における挙動を追跡することが基本となる。 
基礎となる運動方程式は、以下のように記すことができる。 
 

( ) ( )( ) ( ) ( )H
 dm q coulomb collision destruction

dt
d
dt

− = + × + +

=

v E r v B r

rv
   (2.9) 

 

ここで、 、 は負イオンの質量、電荷であり、
H

m − q ( )E r 、 ( )B r は座標 rにおい
て負イオンが受ける電場と磁場を表す。ただし、プラズマの準中性を仮定し、

輸送中の ( )E r の影響は考慮していない。ガウス分布等の形状をした空間磁場配
位 は、座標 rの関数として与えられる。 ( )B r
 クーロン衝突項については、衝突における運動量保存則とエネルギー保存則

に基づいたモデリングを行う。乱数を用いてクーロン衝突現象を再現し、運動

量およびエネルギーを変化させる。詳細は 2.3.5節にて述べる。 
消滅反応項については、負イオンの消滅反応確率をモデリングする。負イオ

ンのエネルギーおよび背景プラズマ分布から消滅反応の平均自由行程を求め、

乱数を用いて消滅反応の有無を判断する。詳細は 2.3.6節にて述べる。 
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2.3.4 背景プラズマ内における負イオン輸送過程の計算手法 
 負イオン輸送モデルでは式（2.9）に示す運動方程式を解くことで輸送過程の
解析を行う。ここでは、まず式（2.10）に示す衝突項を考えない運動方程式の解
法について述べる[6]。式（2.10）の右辺の粒子に働く力Fは、 
 

( )q q= + ×F E v B           （2.10） 

 
で与えられる。 
初速度、初期位置を計算した後、リープフロッグ（Leap Frog）法による時間
積分を開始する。具体的には、運動方程式を２つの一階の微分方程式に分解し、

差分化する。このとき、位置 rでの運動方程式は以下のように示される。 
 

H

dm
dt− =
v F                           (2.11) 

d
dt

=
r v                             (2.12) 

 
これらの式を時間 tに関して中心差分すると以下の式を得る。 
 

H
new old

oldm
t−

−
=

∆
v v F                       (2.13) 

new old
newt

−
=

∆
r r v                         (2.14) 

 

t∆ はタイムステップ幅を表す。計算手順として、ある時刻 tのおいて既知であ
る位置 r に対するold oldF と v を用いて v を求める。求めた v より を計算す

る。これを繰り返すことで粒子の軌跡を得る。式（2.13）、式（2.14）と時間の
関係を Fig. 2.3 に示す。ここで、v と 、あるいは v と r とは、時刻

old new

oldr

new

w

newr

old new ne 2t∆ だ

けずれていることに注意する。同時刻の rと vは求まることはなく、交互に計算
される。このため、同時刻の位置 ( )tr と速度 ( )tv が初期条件として与えられた

場合、力Fを用いて v を(t ) ( 2t t−∆ )v へと戻してから計算する必要がある。 
 衝突を考えない荷電粒子の運動方程式において右辺は式（2.10）のように、力
Fは電場 Eによるものと磁場 によるものに分けられる。ローレンツ力による

速度の絶対値の変化はないことを利用して、リープフロッグ法では

B
2t−∆t から

2t+ ∆t の積分を三つの段階に分け次のように行う。ここでは、磁場は、 方向z
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のみに存在し一様と仮定する。 
 
Half acceleration 

( )
H

2 2
t qt

m −

tt∆ ∆ ′ = − + 
 

v v E         （2.15） 

 
Rotation 

cos sin
sin cos

x xc c

y yc c

v vt t
v vt t

ω ω
ω ω

′′ ′∆ ∆    ′′ = =   ′′ ′− ∆ ∆    
v      （2.16） 

 
Half acceleration 

( )
H

2 2
t qt

m −

tt∆ ∆  ′′− = + 
 

v v E        （2.17） 

 

ここで、 cω はサイクロトロン周波数 

 

H
c

qB
m

ω
−

=             （2.18） 

 

である。初期条件において与えられた ( )tv を 2t∆ 時間だけ後退させるには、式

（2.16）の∆ をt 2t−∆ として v を回転させる。その後( )t ′′v を式（2.17）の ( )2t t−∆v
に代入する。その結果、式（2.15）における ′v が ( )2t t−∆v として得られる。 
運動方程式を高精度で解く方法として、ルンゲクッタ法が知られているが、

これは現在の時刻、新しい時刻の他に、その中間点のいくつかの時刻でも速度

に関する情報が必要になる。これに対し、リープフロッグ法は、上記に述べた

ように荷電粒子の位置と速度を 2t∆ だけ異なった時間で定義しておくと、一次

のルンゲクッタ法と同じ計算量でありながら、二次のルンゲクッタ法と同等の

精度での時間積分が可能である。これは、時間微分を中心差分で近似したこと

に相当する。タイムステップ幅は数値的安定性の要請、さらには精度を確保す

るために、ωpe∆t=0.2 （ωpe：プラズマ周波数）程度にとられる。 
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Fig. 2.3 Leap Frog calculation cycle. 
 
2.3.5 クーロン衝突のモデリング 
荷電粒子である負イオン粒子は、イオン源内で他の荷電粒子とのクーロン相

互作用を受ける。モンテカルロ負イオン輸送モデルでは、負イオンのクーロン

衝突について二体衝突モデルを用いてモデル化している。このモデルの特徴は、

衝突における運動量保存則とエネルギー保存則を満たすことができるため、速

度空間における輸送過程を正確に取り扱うことができることにある。負イオン、

電子間のクーロン相互作用はそれらの質量差が大きいため無視できる。よって、

負イオンについてクーロン相互作用の対象は正イオンとする。 

Figure 2.4に二体衝突モデルの概念図を示す。Figure 2.4に示されるように、衝
突の際、負イオンはテスト粒子として扱い、場の粒子である正イオンの持つ速

度は背景プラズマ分布から決定される。すなわち、正イオンの温度T が与えら

れたとき正イオンの速度は温度T
H+

H+の広がりをもつマクスウェル分布からサン

プリングされる。クーロン衝突により負イオンは微少角散乱し、速度分布を変
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化する。このとき散乱角はクーロン衝突における運動量保存則とエネルギー保

存則から導かれる運動量変化の理論に基づいて決定されなければならないこと

に注意する。詳細を以下に述べる。 
 

 
 

Fig. 2.4 Schematic diagram of Coulomb scattering between H−  ion and H  ion. +

 
・クーロン衝突による運動量変化の理論[7] 

はじめに、クーロン衝突による運動量変化についてまとめる。α 粒子（テス
ト粒子）、β 粒子（場の粒子）の衝突前の速度を αv 、 βv 、衝突後の速度を α αδ+v v 、

β βδ+v v とすると、運動量保存則により 
 

0m mα α β βδ δ+ =v v             (2.19) 

 

相対速度 α β≡ − vu v を用いて 

 

 39



r

r

m m
m m m

m m
m m m

β
α

α β α

α
β

α β β

δ δ δ

δ δ δ

= =
+

−
= =

+

v u

v u

u

u
          (2.20) 

 
となる。ただし 
 

r

m m
m

m m
α β

α β

=
+

              (2.21) 

 

は換算質量である。運動量 mα α α=p v 、 mβ β β=p v の変化は 

 

rmα βδ δ δ= − =p p u            (2.22) 

 
と表される。Figure 2.5に衝突による相対速度変化の関係を示す。Figure 2.5より
衝突による偏角 χを用いて、δuは 
 

( )
2

sin 1 cos

sin 2sin
2

u

u

δ χ χ
χχ

= − −

= −

u n

n u

u
          (2.23) 

 
となる。ただしnはuに垂直でδuを含む平面内の単位ベクトルである。これを 
式（2.22）に用いて 
 

2sin 2 sin
2r rm u mα β
χδ δ χ= − = −p p n u       (2.24) 

 
を得る。一方、エネルギー保存則より 
 

( ) ( ) ( )22 2 2

2 2 2 2rm m m m m mα β α β

δ+
+ + = + +

u uV u V
r    (2.25) 
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ただし、Vは重心速度で 
 

m m
m m
α α β

α β

β+
=

+

v v
V             (2.26) 

 
である。したがって 
 

( ) ( )2 2δ δ δ 2 0= ⋅ + =u u u u           (2.27) 

 
を得る。式（2.24）、（2.25）から、相対速度uに平行な運動量変化は 
 

( ) ( )2
2

// 2 2
r

r
r

mm
u u m

α
α

δδδ δ⋅
= = − = −

pu up u
u

       (2.28) 

 
となる。 

 次に質量mβ、電荷 qβ、一様速度 vβの場の粒子が、密度 nβで分布していると

ころに質量mα、電荷qαのテスト粒子が速度 αv で入射する場合を考える。一回の
衝突における運動量変化は式（2.24）で与えられる。したがって、dtの時間内に
受ける運動量の変化は立体角 dΩについて平均をとると、 
 

( ),n udt u dβ αδ σ χ Ω∫ p            (2.29) 

 
である。ただしσ はラザフォードの散乱断面積であり 
 

( ) ( )
( )

2

22 2
0

,
8 sinr

q q
u

m u
α βσ χ

πε χ
=

2
         (2.30) 

 
と表される。したがって、テスト粒子の運動量の変化率は 
 

( ),d n u u d
dt
α

β αδ σ χ= Ω∫
p p          (2.31) 

 41



 
である。式（2.24）を式（2.31）に用いるのだが、式（2.24）の第一項、すなわ
ちn方向の成分は平均すると打ち消しあい、第二項のみが残る。したがって 
 

( )2

0
4 sin , sin

2r
d m n u u d
dt

π
α

β
χπ σ χ χ χ= − ∫

p u      (2.32) 

 

を得る。ここで、 に式（2.30）を用いると、( ,uσ χ )
0

cot
2

d
π χ χ∫ の積分が発散し、

無限大の困難にぶつかる。しかし、デバイ遮蔽の効果を考慮し、デバイ半径 dλ 以

上ではクーロン電場を 0と考えると、式（2.32）の積分に下限ができ、それを minχ

としクーロン対数を 
 

min

ln cot
2

1ln
sin 2

d
π

χ

χ χ

χ

Λ ≡

=

∫
           (2.33) 

 
と定義すれば、式（2.32）は 
 

( )2

2 3
0

ln
4 r

n q qd
dt m u

β α βα

πε
Λ

= −
p u          (2.34) 

 
となる。これはテスト粒子のu方向の平均的減衰を与える。 
 
・クーロン衝突の数値計算モデル[8] 

これまで運動量変化の理論についてのべた。以下に、この理論に基づいたク

ーロン衝突のモデリングについて述べる。 
Figure 2.5において、水平方向の速度変化 //∆u は散乱角 χを用いて 

 

( )// // 1 cos χ∆ = − −u u           (2.35) 

 
と表される。ここで 
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tan
2
χδ =  ( )π χ π δ− ≤ ≤ → −∞ ≤ ≤ ∞      (2.36) 

 

と変数変換し、δ を確率変数とし、分散 2σ をもつ正規分布を仮定する。すなわ
ち確率密度関数 ( )P δ を用いて 
 

( )
2

22

1 exp
22

P d dδδ δ
σπσ

 
= − 

 
δ         (2.37) 

 
を考える。ここで、クーロン衝突の理論から分散 2σ を決定し、モンテカルロ法
を用い式（2.37）に示す正規分布に従う乱数を発生させることにより、クーロン
衝突における速度変化を計算する。 
クーロン散乱が微少角散乱であることにより   

 
2 1δ <<               (2.38) 

 
とすると 
 

2
// // 2δ∆ = − ⋅u u             (2.39) 

 
一方、式（2.22）、（2.34）より 
 

( )22 2 3
04 lr

t m u n q qβ α βπε

∆
= −

∆ nΛ

u u
        (2.40) 

 
となる。 
ここで、クーロン衝突による水平方向の速度変化の期待値が、 

 

( )// //

2
// 2

P dδ δ

σ

∞

−∞
∆ = ∆ ⋅

= − ⋅

∫u u

u
           (2.41) 

 

と表せることから、式（2.40）と式（2.41）を比較して、 2δ の分散 2 2δ σ= は次
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式で与えればよいことがわかる。 
 

( )
2

22 2 3
08 lr

t
m u n q qβ α β

δ
πε n

∆
=

Λ
          (2.42) 

 

また、δ の平均 δ は散乱角 χが正負等確率に現れることから 

 

0δ =                (2.43) 

 
である。先に述べた通りδ は、式（2.42）（2.43）の確率分布に従うことになり、
そのような確率分布を持つ乱数を発生させることにより散乱角 χを求めること
ができる。 
 

 
 

Fig. 2.5 Velocity change due to Coulomb collision in binary collision model. 
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2.3.6 クーロン衝突の数値計算手法 
 クーロン衝突の数値計算手法についてまとめる。二体衝突モデルにおける散

乱角 χ、方位角φおよび相対速度uの関係を Fig. 2.6に示す。Figure 2.6において
は、１タイムステップあたりの負イオン正イオン間相対速度の速度変化量を

表す。 
∆u

2.3.5節で述べた通り、分散が式（2.42）、平均が式（2.43）で与えられる正規
分布から乱数（Fig. 2.6に示す 1ξ ）を発生させることにより散乱角 χを決定する。
その結果、式（2.35）から が求まる。そのようにして求めた よりテスト粒

子の速度変化

∆u ∆u

α∆v 、場の粒子の速度変化 β∆v を式（2.20）を使って次のように求
めることができる。 
 

t t t r

t t t r

m
m
m
m

α α
α

β β
β

+∆

+∆

= + ∆

= − ∆

v v

v v

u

u
            (2.44) 

 
Fig. 2.6 に示す方位角φは、ランダムな負イオンの運動を考慮して一様乱数
（ 2ξ ）から決定する。以上の数値計算手法によりクーロン衝突による負イオン
の速度変化が計算され、エネルギー緩和過程が考慮される。 
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Fig. 2.6 Relations among scattering angle, direction angle and relative velocity in 
binary collision model. 
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2.3.7 消滅反応のモデリング 
以上のように、電磁場、クーロン衝突による負イオンの速度変化を計算した

後、負イオンの消滅反応の有無を判断する。主な負イオンの消滅反応には 
 

H e H 2− + → + e

e

：Electron Detachment (ED)           (2.45) 
 

H Hi neutrals− ++ → ：Mutual Neutralization (MN)       (2.46) 

 

2H H H− + → + ：Associative Detachment (AD)        (2.47) 
 

がある。これらの反応確率をモデリングすることで負イオンの消滅反応を考慮

する。 
 ( )p x を負イオンが消滅反応せずに少なくとも距離 xだけ進む確率とする。こ
こで距離 x∆ 進む間に消滅反応する確率は以下のように表せる。 
 

( )tot

x
xλ

∆
              (2.48) 

 

ここで、 ( )tot xλ は式（2.45）～（2.47）に示す消滅反応の全平均自由行程を示す。
このとき、負イオンが消滅反応せずに少なくとも x x+ ∆ だけ進む確率 ( )p x x+ ∆

は、 
 

( ) ( ) ( )
1

tot

xp x x p x
xλ

 ∆
+ ∆ = −

 
          (2.49) 

 
x∆ を微小量として一次のテイラー展開をすることで、消滅反応する確率につ

いて以下の式が成り立つ。 
 

( )( ) ( )0
ln

x

tot

xp x
xλ

∆
= −∫  （ ( )0p 1=Q ）          (2.50) 
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2.3.8 消滅反応の計算手法 
消滅反応の有無は、モンテカルロ法の一種である PLE（Path Length Estimator 

Algorithm）法を用いて判断する[9]。PLE 法により式（2.50）を直接解くことで
消滅反応の有無を判断する。 

x x′ = + ∆xとし粒子位置を変化させ、次に一様乱数ηを発生させる。式（2.50）
右辺の積分値が ( )( )ln xη より小さくなった時点で計算を終了し、その位置で消

滅反応が起こったとみなす。通常、 x∆ は消滅反応位置の誤差が十分小さくなる
ように定める。 
また、 ( )tot xλ を得るためには、各消滅反応の反応速度係数が必要となる。反

応速度係数は、データベース化されたものから与える[10]。このとき、負イオン
エネルギーおよび反応対象とする原子、正イオンの温度を入力値とし、それら

に応じた反応速度係数を用いる。Figure 2.7～Fig. 2.12に典型的な負イオンエネ
ルギー（0.5、1、3、5 eV）における各反応速度係数と反応対象粒子の温度の関
係を示す。ただし、Fig. 2.7における反応は、電子と負イオン間の反応であるた
め、その質量差から負イオンエネルギー依存性は一般的に無視される。 
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Fig. 2.7 Rate coefficient of Electron Detachment: H e H 2e− + → + . 
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Fig. 2.8 Rate coefficient of Mutual Neutralization: ( ) (+ *H H H n 2 H ls−+ → = + ) . 
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Fig. 2.9 Rate coefficient of Mutual Neutralization: ( ) (+ *H H H n 3 H ls−+ → = + ) . 
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Fig. 2.10 Rate coefficient of Charge Exchange: ( ) (H H H ls H ls− −+ → + ) . 
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Fig. 2.11 Rate coefficient of Associative Detachment: H H H H e− + → + + . 
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Fig. 2.12 Rate coefficient of Associative Detachment: 2H H H− e+ → + . 

 
2.3.9 引き出し孔における負イオンの引き出し過程 
消滅反応が起こらない場合、その時点の負イオンの座標から内壁での衝突の

有無、引き出し孔での引き出しの有無を判断する。負イオンが引き出された場

合、その負イオンについての軌道追跡計算を停止する。また、内壁に衝突した

場合は鏡面反射もしくは消滅するものとする。 
 
2.3.1～2.3.8 節に述べた計算過程が１タイムステップごとに行われる。各消滅
反応や壁への衝突で消滅しなかった負イオン、または引き出し孔より引き出さ

れなかった負イオンは次のタイムステップに移る。 
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2.4 静電プラズマ粒子モデルのモデル構成 

 静電プラズマ粒子モデルでは、負イオン源プラズマを構成する負イオン、正

イオン、電子の各々を多数の粒子の電荷と質量を一つにまとめた超粒子と考え

る。これら超粒子の運動と外部電磁場および超粒子のつくる空間電位の時間発

展を自己無撞着に解く。こうした計算モデルは、一般的に PIC（Particle-In-Cell）
と呼ばれる[11,12,13,14,15]。 
本計算モデル[16,17,18]では、10 個程度の粒子の質量と電荷の合計を一つの超
粒子に割り当てている。一つの超粒子が

6

M 個の荷電粒子を代表すると考えた場
合、衝突周波数もまた通常のプラズマのM 倍となる。そこで、超粒子に広がり
をもたせて空間的に平滑化する。これにより、超粒子どうしの誇張された衝突

を取り入れることなく物理的に意味のあるシミュレーションを行うことができ

る。具体的には、粒子間の相互作用を直接解くのではなく、計算領域をデバイ

長程度の幅を持つ正方形セルに分割し、2.5.1 節に述べるように、セル内での粒
子の格子点からの距離に応じて、線形補間を用いて粒子量を格子点上に振り分

ける。また、粒子位置での電磁場を計算する際に、まったく同じ形状因子を用

いて場の量の補間を行う。 
静電粒子シミュレーションでは、以下の方程式を基礎方程式とする。 

 

( ) ( )SP SP
dm q
dt

 = + × 
v E r v B r 、

d
dt

=
rv                 (2.51) 

 

( ) ( )2

0

ρ
φ

ε
∇ = −

r
r                           (2.52) 

 

( ) ( )φ= −∇E r r                            (2.53) 

 

ここで、 および は、超粒子の質量および電荷を表す。これらの式を差

分化して数値的に解くことで系の時間発展を追跡する。具体的には Fig. 2.13 に
示すように 

SPm SPq

１）粒子座標から粒子の電荷密度を格子点に割り当てる。 
２）ポアソン方程式を解き、格子点上での電位を求める。格子点間の電位勾

配より電場を求める。 
３）格子点での電場より、個々の荷電粒子に加わる力を求める。それにより

荷電超粒子の軌跡を得る。 
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この三つの手順を繰り返すことにより、プラズマを構成する荷電超粒子の挙

動をシミュレーションする。通常の粒子シミュレーションの場合、計算セル幅

及びタイムステップ幅を一定値より小さくとる必要がある。具体的には、デバ

イ長およびプラズマ周波数の逆数以下にとる。そのため、計算機の能力との関

係で大きな系の長時間にわたる現象を取り扱うことは困難である。 
 

 

 
Fig. 2.13 PIC calculation cycle. 

 
本論文で構築した静電プラズマ粒子モデルで扱う系は実空間に関して二次元、

速度空間に関して三次元となる。よって、磁場を考慮した場合、ローレンツ力

による旋回運動が含まれることになる。二次元平面の幾何形状構成等の詳細は、

静電プラズマ粒子モデルを適用した第５、６章において述べる。 
プラズマ周波数、熱速度、デバイ長といった物理量は、超粒子で構成された

プラズマでも実際のプラズマでも同じ値をとる。そのため、プラズマ粒子の入

射過程は、負イオン輸送モデルと同様に行うことができる[19,20]。運動方程式の
解法においても超粒子のもつ重み（割り当てられた粒子数）が式の上で消去さ

れるため、負イオン輸送モデルと同様に行うことができる。よって、次節では

先に述べた線形補間の手法について焦点を当てる。 
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2.5 静電プラズマ粒子モデルにおける計算手法 

2.5.1 格子点における電荷密度の割り付けと電位､電場の計算手法[13,17] 
静電プラズマ粒子モデルでは、二次元平面を計算領域とするため格子点へ電

荷密度を割り付ける際、面積比を用いた線形補間に対応する手法を用いる。二

次元平面上の４つの格子点に、電荷密度を割り付ける手法を Fig. 2.14 に示す。 
荷電粒子の座標に最も近い格子点に粒子と格子点の距離に応じて電荷密度を

割り付ける。電荷密度は、セル幅を x∆ 、 y∆ とした場合、  
 

SP
c

q
x y

ρ =
∆ ∆

                            (2.54) 

 
で与えられる。 

 

Fig.2.14 Charge assignment for linear weighting in 2D. 
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Fig.2.14に示す各点での電荷密度はそれぞれ 
 

A点： ( )
, 1j k c

x s t
x y

ρ ρ+

∆ −
=

∆ ∆
                        (2.55) 

 

B点： 1, 1j k c
st
x y

ρ ρ+ + =
∆ ∆

                          (2.56) 

 

C点： ( )
1,j k c

s y t
x y

ρ ρ+

∆ −
=

∆ ∆
                        (2.57) 

 

D点： ( )( )
,j k c

x s y t
x y

ρ ρ
∆ − ∆ −

=
∆ ∆

                   (2.58) 

 
となる。 
 式（2.52）より空間二次元ではポアソン方程式は以下のように表される。 

 
2 2

2 2
0

d d
dx dy
φ φ ρ

ε
+ = −                          (2.59) 

 
差分法を用いて式（2.59）を差分化する。 
 

( ) ( )
1, , 1, , 1 , , 1 ,

2 2
0

2 2j k j k j k j k j k j k j k

x y

φ φ φ φ φ φ ρ
ε

− + − +− + − +
+

∆ ∆
= −            (2.60) 

 
さらに、セル幅が x y∆ = ∆ となる正方形セルを考えると、 
 

( )2,
1, , 1 , , 1 1,

0

4 j k
j k j k j k j k j k x

ρ
φ φ φ φ φ

ε− − + ++ − + + = − ∆            (2.61) 

 
となる。 
各格子点上の空間電位は、式（2.61）を格子点の数だけ連立することで求める
ことができる。連立方程式の解法として不完全 LU分解法を用いる。不完全 LU
分解法はいくつかの手法が存在するが、本研究では SIP (Stone's Strongly Implicit 
Procedure)法を用いる[21]。 
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 空間電位から電場の各方向成分は、 
 

( ) 1, 1,
, 2

j k j k
x j k

E
x

φ φ+ −−
= −

∆
                           (2.62) 

 

( ) , 1 , 1

, 2
j k j k

y j k
E

y
φ φ+ −−

= −
∆

                           (2.63) 

 
と表される。 
 
2.5.2 荷電粒子に与える電場の計算法 
上述した手法で各格子点上の電場を求めた後、空間中に滞在する荷電粒子に

与える電場を計算する。Fig. 2.14 に示す位置に滞在する荷電粒子に与える電場 
は、割り付けとは逆に格子点から各粒子へと内挿することで以下のように求め

る。 
 
 

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )( ) ( )

, 1 1, 1 1, ,

, 1 1, 1 1, ,

x x x xj k j k j k

y y y

j k

yj k j k j k

x s t s y t x s y tstEx E E E E
x y x y x y x y

x s t s y t x s y tstEy E E E E
x y x y x y x y

+ + + +

+ + + +

∆ − ∆ − ∆ − ∆ −
= + + + ∆ ∆ ∆ ∆ ∆ ∆ ∆ ∆


∆ − ∆ − ∆ − ∆ − = + + + ∆ ∆ ∆ ∆ ∆ ∆ ∆ ∆ j k

 

  ‥‥(2.64) 
 

こうして得られた電場を 2.3.4 節、運動方程式の解法における式（2.15）及び
式（2.17）に代入することで粒子の速度を計算する。得られた速度から粒子の位
置決定後、再び粒子の電荷密度を格子点に割り付け、同様の計算を繰り返すこ

とで二次元空間での粒子の軌跡を得る。 
 

2.6 静電プラズマ粒子モデルの妥当性評価 

 プラズマ中から固体壁へと向かう電子と正イオンの流れを考え、シース領域

の流体理論を用いた解析より与えられる電位降下の値と静電プラズマ粒子モデ

ルを用いて算出したシース領域入り口と壁との電位差とを比較し、静電プラズ

マ粒子モデル数値解の妥当性を検証する。 
 Figure 2.15に示す二次元平面を計算領域とする。電子温度T eV、正イオe 1.0=
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ン温度T eVとする。電子、正イオンを Fig. 2.15に示す“Plasma Line”（PL）
から毎タイムステップごと同時に１つずつ入射する。 

+H
1.0=

 空間電位を計算する際、電位の基準を max max,  0,  x x y y y= = = の境界、すなわち

PLを除く壁にとる。よって 0wallφ = である。左端境界である PL上の空間電位は、
ノイマン型の境界条件を用いて計算する[13,19][Appendix 1]。シース領域は、電
子が壁に到達して壁の電位を下げるため正イオンが流入し両者のフラックスが

バランスすることで形成される。ディリクレ型の境界条件では、境界値が固定

されてしまうため上記のような過程を経て生じる電位降下を再現することがで

きない。 
 本研究で用いた静電プラズマ粒子モデルでは、電荷保存を考え壁表面を含む

系全体で電荷総量が 0としている[19][Appendix 2]。したがって、PLを横切って
計算領域の外へと出た荷電粒子は次のタイムステップにおいて直ちに計算領域

内へと再入射される。このとき、その荷電粒子は、新たな速度を持つとする。 
 

 
Fig. 2.15 Schematic diagram of 2D particle simulation model used in this study. 
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 安定したシースが形成されるためには、正イオンの x軸方向の速度について 
ボーム条件 

 

_x ion sv ≥ C                 (2.65) 

 

を満たす必要がある。ここでイオン音速 sC は式（2.1）より与える。 
シミュレーション条件T eV、Te 1.0= +H

1.0= eVでは 
 

_ 14000x ion sv C≥ ≈              (2.66) 

 
と見積もることができる。 
定常状態において、Fig. 2.15 に示す“LINE”上における正イオンの x方向速
度空間分布を Fig. 2.16に示す。 
  

 
 

Fig. 2.16 Distribution of x  component of ion velocity along the LINE. 
 

Fig.2.16より、シミュレーションにおいてボーム条件を満たしていることが確
認できる。 
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シース領域での電位降下 φ∆ について、式（2.5）より求まる解析解と比較する。 
シミュレーション条件T eV、Te 1.0= +H

1.0= eVにおける電位降下の理論値は 
 

2.5φ∆ ≈  eV              (2.67) 
 
と求められる。 
 一方、静電プラズマ粒子モデルを用いて算出された空間電位分布を Fig. 2.17
に示す（電位は Fig. 2.15に示す“LINE”上の値である）。Figure 2.17より数値
シミュレーションにより算出された電位降下は、2.5eV程度であり、流体理論よ
り解析的に得られた電位降下の値、式（2.67）と一致している。この結果から、
静電プラズマ粒子モデルの妥当性が確認できる。 
  

 
 

Fig. 2.17 Spatial potential profile along the LINE. 
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2.7 まとめ 

 
本章では、解析に用いたモンテカルロ負イオン輸送モデルおよび静電プラズ

マ粒子モデルについて水素負イオン源プラズマを対象とした数値モデルの構築

法とその特徴、優位性について述べた。また、具体的な計算手法を記した。 
モンテカルロ負イオン輸送モデルは、体積・表面生成後の負イオン粒子をテ

スト粒子と考え、三次元的にその軌道追跡を行うことで負イオン輸送過程を解

析する。背景プラズマ内での負イオンの反応過程は、モンテカルロ法を用いて

考慮している。その特徴として、背景プラズマとのクーロン衝突を二体衝突モ

デルにより記述し、負イオンのエネルギー緩和過程を模擬できることが挙げら

れる。二体衝突モデルを用いることで、衝突における運動量保存則とエネルギ

ー保存則を満たすことができるため、速度空間における輸送過程を正確に取り

扱うことができる。 
静電プラズマ粒子モデルは、各荷電超粒子のつくる空間プラズマ電位の時間

発展を自己無撞着に解く。得られた背景プラズマ分布、空間プラズマ電位分布

のもとで電場による加減速を取り入れ、生成した負イオンが引き出しに至る輸

送過程を解析することを可能としている。その特徴として、外部電磁場の影響

を考慮した内部プラズマの運動からイオン放出面を自己無撞着に形成し、負イ

オンが負イオンビームとして引き出されるまでの過程を連続して取り扱うこと

ができることが挙げられる。 
 シース領域の流体理論を用いた解析より与えられる電位降下の値と静電プラ

ズマ粒子モデルを用いて算出したシース領域入り口と壁との電位差とを比較し

た。電位降下の値について一致がみられ、静電プラズマ粒子モデルの妥当性が

確認された。 
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第６章 

 

電子拡散が空間電位構造および負イオン引き出しに

与える影響の解析 
 
6.1 はじめに 
 
 第５章では、弱磁場による負イオン電流増大の理解に対し、静電プラズマ粒

子モデルよる解析の有効性が示された[1]。しかしながら、第５章では無衝突プ
ラズマを仮定したため、電子が引き出し孔付近の領域に流入することはない。

実際、いくらかの電子は弾性衝突によって弱磁場を横切り拡散していく。空間

電位構造は、電子の空間分布に強い依存性をもつ。したがって、電子拡散現象

を考慮することによって、第５章で述べた正の電位ピークが小さくなり、ピー

クが負イオンを PG方向へと導く働きが弱まる可能性が考えられる。磁場に垂直
方向の電子拡散現象により、第５章で解析対象となった弱磁場下における空間

プラズマ電位および負イオン輸送過程は大きく影響を受けると考えられる。 
文献[3]に報告されている通り、磁場に垂直方向の電子拡散現象の初歩的な研
究はすでに行われている。文献 [2]によると空間プラズマ電位および負イオン輸
送過程に対する電子拡散現象の影響は小さいことが述べられている。しかしな

がら、この原因は、磁力線平行方向において磁場の一様性を仮定した簡易的な

磁場配位を用いたため、磁気ミラーの効果を取り入れていない点にある。 
以下に示す２つの特徴的な時間を比較することで、磁場を横切る電子拡散現

象の効果が現れるまでの時間について見積もることができる[3]。 
 

 //
lossτ ：電子が磁力線方向に沿って移動し壁で消滅するまでにかかる消滅時間 

 diffτ⊥ ：電子が磁場を横切って磁力線垂直方向に拡散していく拡散時間 
 

ここで、 //
lossτ は磁力線平行方向の系の長さ（ 5.0lengthL = cm）を電子熱速度で割る

ことで与えられる。このとき電子温度はTe 1.0= eVを仮定する。また diffτ⊥ は、磁
場に垂直な方向の拡散係数 を用いて次式で与えられる。 D⊥
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2 2

2
diff width width

L tot

L L
D r

τ
ν⊥

⊥

= =                         (6.1) 

 

ここで、 は磁力線垂直方向の系の長さで、ここでは 5.0 cmである。widthL Lr はラ
ーマ半径、 e

totν は電子の衝突周波数を示す。 e
totν は、電子－中性粒子、電子－イ

オンの２つの衝突を考慮する。電子－電子、すなわち同種粒子間の衝突は考慮

しない。これは磁場中における同種粒子間の弾性衝突では、旋回中心は移動す

るが旋回中心の質量中心は変わらないため実質的な効果はないからである。荷

電粒子間の衝突は、二体衝突モデルによるクーロン衝突、中性粒子との衝突は

弾性衝突の衝突断面積を電子のマクスウェル速度分布関数で平均したものを用

いた。すなわち 
 

e e-n
tot

e-iν ν ν= +                             (6.2) 

 
これらの衝突周波数を書き下すと[4]、 
 

[ ]2
e-n e n7.26 10 eV mT nν − 3− = × ⋅                      (6.3) 

[ ]2 3 2 3
e-i e e4.2 10 eV m lnT nν − − − = × ⋅   Λ                 (6.4) 

 

であり、中性粒子密度、電子密度、電子温度の関数となる。ここで ln はクーロ

ン対数を示す。 
Λ

 イオン源における典型的な背景プラズマ空間分布値n 、n19 3
n 10 m−= 18 3

e 10 m−= 、

、および ln 、磁束密度e 1.0eVT = 10Λ = 20B = Gとし //
lossτ 、 diffτ⊥ を算出すると 

 

84.2 10 slossτ −≈ ×//                           (6.5) 

52.3 10 sdiffτ −
⊥ ≈ ×                           (6.6) 

 

//
loss diffτ τ⊥<< となり、この見積もりから電子は弱磁場を横切って拡散する前に磁力

線方向に沿って消滅することがいえる。よって、このままでは電子の空間分布
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は磁力線に垂直な方向に広がりをもたない。 
 しかしながら、従来の研究では、磁力線平行方向において磁場の一様性を仮

定した簡易的な磁場配位を用いた。すなわち、磁力線平行方向における磁場の

変化はないものとしている。実形状において、Fig. 5.1、5.2に示す電子抑制用磁
石が発生する磁場の磁束密度は、磁石付近で大きくなる。この影響を考慮した

場合、電子は磁気ミラーの効果によって磁石間を磁力線方向に行き来すること

になる。この磁気ミラー効果によって、電子の空間中の滞在時間が増加し、 //
lossτ

はより長くなる。磁気ミラーに捕捉された電子は、磁力線方向に沿って消滅す

る前に弱磁場を横切って拡散するための十分な拡散時間を得ると考えられる。

Fig. 6.1に磁気ミラーに捕捉され弱磁場を横切って拡散する電子の軌道を示す。 
 以上に述べた通り、磁場に垂直方向の電子拡散現象の効果を取り入れたより

詳細なシミュレーションを行うためには１）磁力線平行方向における磁場の変

化、２）電子の弾性衝突過程を考慮する必要がある。 
本章では、上記２つの効果を静電プラズマ粒子モデル[5,6,7]に取り入れ、第５
章で論じた数十ガウス程度の弱磁場の存在が、負イオン輸送およびその引き出

しの過程に与える影響について解析を行う。その際、磁場に垂直な方向の電子

拡散が空間電位構造および負イオン引き出しに与える影響に焦点を置いている

[8]。 
 

 
Fig. 6.1 Typical orbit of electron between two magnets. 
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6.2 シミュレーションモデル 
 
 本章では、第５章と同様に解析対象を、Camembert III [9,10,11]の引き出し孔近
傍の領域とする。本シミュレーションでは、電子拡散の効果を取り入れた静電

プラズマ粒子モデルを用いて弱磁場に垂直方向の電子拡散現象が、空間プラズ

マ電位および負イオン輸送過程に与える影響について考察する。 
１）空間磁場配位、２）電子の弾性衝突過程 
を除く他の計算条件（基礎方程式、計算対象領域、境界条件）は、第５章２節

と共通であるためここでは割愛する。 
 
6.2.1 磁場配位 

 従来の研究では、磁力線平行方向において磁場の一様性を仮定した簡易的な

磁場配位を用いた[2]。第５章２節で述べた通り、磁場の座標成分は 方向成分

（

y

yB ）のみを考慮している。しかしながら、第１節で指摘した通り、磁場を横
切る電子拡散現象を模擬するためには、磁力線平行方向における磁場（ xB ）成
分を考慮し、それによって生じる磁気ミラー効果を取り入れる必要がある。し

たがって、本シミュレーションは表面磁荷モデル[12]を用いて xB 、 yB を計算し
磁気ミラー効果を再現する。Fig. 6.2に空間磁場配位を示す。ここで 2 2

x yB B B= +

である。 
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Fig.6.2 Spatial profile of the weak magnetic field: (a) in the x -direction at  
and (b) in the 

2.5cmy =
x y−  plane. 

 
6.2.2 磁場を横切る電子拡散過程[13] 
 磁場に垂直方向の電子拡散過程は、以下に示すモンテカルロ法を用いて考慮

する。電子について弾性衝突の有無は、第２章２節で述べた PLE 法を用いて判
断する。よって、電子が正イオンまたは中性粒子と弾性衝突する確率は以下の

式で見積もられる[14]。 
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1 exp( )tot
eP ν e t= − − ∆∑                     (6.7) 

 

ここで、∆ はタイムステップ幅であり、t e
totν は第１節で述べた通り e e-n

tot
e-iν ν ν= +

で与えられ、 e
totν は中性粒子密度、電子密度、電子温度の関数となる。本シミュ

レーションでは、中性粒子密度、電子温度については一様であると仮定し

、T とする。電子密度は、算出された電子数密度空間分布に

基づき与える。このとき、以下のことに注意する。 

19
n 10n = 3m−

e =1.0eV

 実際のプラズマを構成する粒子すべてをコンピューター上に再現することは

不可能であるため一般的には、いくつかの粒子の集まりとして超粒子を考え、

シミュレーションモデルを構築することは先に述べた[15,16]。超粒子の数は、実
際の粒子数よりはるかに小さいので、超粒子の数密度 の値は実測値に満たな

い。超粒子として表現された電子の数密度空間分布から衝突周波数を計算した

場合、式（6.4）から

SPn

e-iν を極端に小さく見積もってしまうことになり、実際に起

るはずの弾性衝突による拡散現象等が再現されなくなる[17,18]。したがって、本
シミュレーションでは、n の空間分布を増幅係数SP α を用いて増幅する。よって
式（6.4）において、 e-iν は、 

 

e e
SPn nα= （ 100α = ）                     (6.8) 

 
を用いて算出される。 
また電子、中性粒子間または電子、正イオン間の質量差は大きいため、弾性

衝突前後で電子速度の絶対値は変化しない。衝突後の散乱角、方位角は一様乱

数より算出され等方的分布を与える。 

本シミュレーションにおいて電子の弾性衝突過程に用いたモンテカルロ衝突

モデルは、クーロン衝突による微少角散乱の和として散乱角、方位角を決定す

るなど比較的簡易なモデルである。しかしながら、一様磁場中において

( )2
1tot

c eω ν >> が成立する場合、このモンテカルロ衝突モデルは、流体理論にも

とづいて得られる磁場に垂直な方向の拡散係数 
 

2 tot
L eD r ν⊥ =                            (6.9) 
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と同様の結果を与える。ここで、 cω はサイクロトロン周波数である。 

 以上のことを確かめるため、一様磁場（ 20B = G）を仮定し、モンテカルロ衝
突モデルによる磁場中での旋回中心の拡散過程を調べる。ここで、 x∆ および y∆
を旋回中心の磁場に垂直方向の変位とする。これらを対象としている全ての電

子について計算し、時間 t  経過後、平均操作することで磁場に垂直な方向の拡
散係数を以下の式を用いて算出する。 
 

2 2lim ( ) ( )

4
t

x y
D

t
→∞

⊥

∆ + ∆
=                      (6.10) 

 

Fig. 6.3に tot
eν を変数とし、モンテカルロ衝突モデルと流体理論間で の比較

を示す。Fig. 6.3に示す通り、両者に一致が見られモンテカルロ衝突モデルの妥
当性が確かめられる。 

D⊥

 

 

Fig.6.3 Comparison of  between the Monte Carlo collision model and the fluid 
theory. The Monte Carlo model agrees well with the classical cross-field diffusion 
coefficient 

D⊥

2 tot
L eD r ν⊥ =  as that obtained from the fluid theory. 
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6.3 シミュレーション結果[8] 
 
本シミュレーションでは、磁場に垂直な方向の電子拡散が空間電位構造およ

び負イオン引き出しに与える影響に焦点を置き、５章で論じた数十ガウス程度

の弱磁場の存在が、負イオン輸送およびその引き出しの過程に与える影響につ

いて解析を行う[2]。弱磁場を横切る電子拡散現象が、空間プラズマ電位および
負イオン輸送過程に与える影響について調べるため、以下の３つの場合を比較

する。 
 
(A) ：弱磁場および弱磁場を横切る電子拡散を両方考慮しない場合 
(B) ：弱磁場のみを考慮する場合 
(C) ：弱磁場および弱磁場を横切る電子拡散の両方を考慮する場合 

 
弱磁場の存在の有無、電子拡散の有無を除く他の条件は、第２節に述べた通り

全ての場合において共通である。 
Fig. 6.4は、第５章 Fig. 5.6 (c)に示す a～h点上におけるプラズマ電位値の時間

発展を上記３つの場合において示す。Fig. 6.4より、系は、およそ50 タイム

ステップ以降で準定常状態に至っていることがわかる。本シミュレーションで

示す数値計算結果は全て準定常状態のもとで算出される。 

410×

 
6.3.1 プラズマ数密度空間分布の比較 
準定常状下において、正イオン、電子および負イオンの数密度空間分布を上

記三つの場合において比較する。数密度は Fig. 6.4 (d)に示す“LINE”上におい
て算出される。Fig.6.5に各場合におけるプラズマ数密度と距離との関係を示す。
ここで、Fig. 6.5における各荷電粒子の数密度値は、第一セルにおける正イオン
の数密度値で規格化した値として示す。 
第５章で述べた通り、(A)と(B)の比較の結果、弱磁場を考慮した(B)の場合、
負イオン引き出し電流は(A)に比較して大幅に促進されることが明らかにされて
いる。ここで引き出し電流とは、引き出し孔を通る負イオンのカウント数であ

り、これは引き出し孔を通る負イオンフラックスに相当する。本シミュレーシ

ョンでは、弱磁場および弱磁場を横切る電子拡散の両方を考慮する(C)の場合に
おいても負イオン引き出し電流に関して、(B)と同様に促進されるという結果が
得られている。 

(C)の場合、弱磁場に垂直な方向の電子拡散現象により、電子は磁力線垂直方
向にも分布していく。したがって、弱磁場のみを考慮した(B)の場合に見られる
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ように電子の滞在する領域が限定されることはない。第５章では、磁場の有無

による電子の運動の変化に焦点を当て負イオン引き出し増大の物理機構を考察

している。したがって、(C)の場合に見られる電子の磁力線垂直方向への分布は、
負イオンの引き出しに大きく影響すると考えられる。しかしながら、先に述べ

た通り、(C)の場合においても負イオンの引き出しに関して、(B)と同等であると
いう結果を得ている。プラズマ数密度空間分布の比較によっては、(C)の場合に
おける負イオン引き出し電流増大に対する明確な原因は得られない。 
 
6.3.2 無衝突プラズマにおける比較 
第５章では、無衝突プラズマを仮定し、洩れ弱磁場がイオン源中の負イオン

輸送に与える単一的かつ本質的な影響について述べた。すなわち、本シミュレ

ーションにおける(A)と(B) の比較である。以下にその概要をまとめる。ここで
論じる(A)と(B) の比較の概要は、（c）についての考察を行う基礎的な知識とし
て有効となる。 

(A)の場合、プラズマの電気的中性は、３種の荷電粒子のバランスによって成
り立つ。(B)の場合、電子は弱磁場により磁化されるため“電子磁化領域”（PL
から ）にのみ分布する。よって、プラズマの電気的中性を満たすために

負イオンが磁化された電子に代わって PG 付近の領域に移動する。 
1 cmx =

 (B) の場合、プラズマ電位の空間構造が変化し正のピークを持つため PG付
近の領域での負イオン数密度は(A)の場合よりも大きい。弱磁場は、電子磁化領
域と効果的引き出し領域の境界付近に、PL方向への“back flow”と PG方向へ
の“forward flow”という２つの正イオンの流れを作り出す。正の電位ピークは、
これら２つの正イオンの流れのよどみ点に生じる。電子磁化領域でのプラズマ

の電気的中性は“back flow”によって保たれる。一方、電位ピークによって加
速を受け効果的引き出し領域へと移動した負イオンは“forward flow”に引かれ
PG方向へと移動し続ける。 
これらのシミュレーション結果は、負イオンが引き出し孔付近の領域に移動

する上で、弱磁場の存在が有効に働くことを実証している。 
 

6.3.3 弱磁場に垂直な方向の電子拡散現象の影響 
 弱磁場に垂直な方向の電子拡散現象の影響を理解するために、ここで Fig. 6.5
に示すプラズマ数密度空間分布を再度検討する。Fig.6.5 (b)と Fig.6.5 (c)間の比較
から明確に示されるように、電子拡散を組み込むことによってプラズマ数密度

空間分布は大幅に変化する。 
 電子拡散を考慮しない（B）の場合、Fig.6.5(b)に示すように無衝突プラズマの
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仮定により電子が効果的引き出し領域に流入することはない。一方、弱磁場お

よび電子拡散の両方を考慮する(C)の場合、電子は電子磁化領域から拡散し、弱
磁場を横切って効果的引き出し領域に流入する。このため Fig. 6.5 (c)に示すよう
に電子数密度空間分布は、PG方向に広がりをもつ。以上の過程を経るため、(C)
の場合におけるプラズマ数密度空間分布は、弱磁場および電子拡散を考慮しな

い(A)の場合と同様な傾向を示す。また、(A)の場合、空間中のプラズマの電気的
中性は、主に正イオンと電子によって保たれる。 
 しかしながら、(C)の場合、プラズマ数密度空間分布は、(A)の場合と同様な傾
向を示すものの PG付近の領域では比較的多数の負イオンが到達する。この結果、
(C)の場合 PG付近におけるプラズマの電気的中性は、電子が支配的になる(A)の
場合と異なり負イオンも重要な役割を担うと考えられる。 
 Fig. 6.6は、三つの場合における負イオン数密度空間分布の比較を示している。
ここに示す負イオン数密度は、(C)における第一セル数密度値で規格化した値と
して示す。1 cm の領域では、(B)の場合における負イオン数密度は他
の２つの場合より大きい。しかしながら、3.5 c

3.5 cmx≤ ≤

m 4 cmx≤ ≤ の領域に焦点を当て

ると、(C)の場合における負イオン数密度は、(B)の場合と同等となる。また、(C)
の場合、負イオン引き出し電流は、(B)の場合と比較して同等もしくはわずかに
大きい値となる。 
 
6.3.4 プラズマ電位の二次元空間構造の比較 
 第５章で述べた通り、これらの負イオン数密度分布および負イオン引き出し

電流に見られる特性は、プラズマ電位の空間構造に密接に関係する。Fig. 6.7(a)
に示すように、(B) の場合、プラズマ電位の空間構造には特徴的な正のピークが
みられる。この正の電位ピークは、電子磁化領域から効果的引き出し領域へと

負イオン粒子を以下の過程を経て集める働きをする。入射された負イオン粒子

は正の電位ピークから左側の領域で加速を受ける。その後、負イオン粒子は正

の電位ピークから右側の領域で減速を受ける。減速を受けた負イオン粒子のう

ち PG方向への速度が小さいものは停滞する。その結果、Fig. 6.6 (b)に示すよう
に 付近に位置する負イオンが多くなり、この位置での負イオン数密度

は増加する。 
1.5 cmx =

 一方、(C)の場合、 の領域に明確な正のピークは観測されない。これ

は弱磁場に垂直な方向の電子拡散現象が、正電位を中和する働きをするためで

ある。その結果、1 cm の領域で、(C)の場合における負イオン数密度
は、(B) の場合と比較して小さい。(C)の場合、(B) の場合に得られた明確な正
のピークは観測されないものの、Fig. 6.8 に示すように

1 cmx ≈

2x≤ ≤  cm

3 cmx ≈ の領域に比較的
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小規模な正のピークが見てとれる。この小規模な正のピークを明確に示すため、

Fig.6.8 (b)に鳥瞰図の側面図を示す。(C)の場合において、PG 側の領域で生じた
この小規模な正のピークが原因となり、PG 近傍（3.5 cm 4 cmx< ≤ ）における

負イオン数密度空間分布は(B) の場合と同等になる。 

3 cm

 
6.3.5 プラズマ電位形成の過程と正イオンの流れの関係 
 空間プラズマ電位の正のピークは、正イオンの流れと密接な関係を持つ。Fig. 
6.9 は、各正イオン粒子について位相空間 ( , )xx v の寸描を示す。すなわち、正イ
オンの x軸方向の速度成分 v を Fig. 6.4 (d)に示す“LINE”上に沿ってプロット

したものである。Fig. 6.9 (a)および Fig. 6.9 (b)は、各々(B) の場合と(C)の場合に
相当する。 

x

 前節で指摘した通り、(B) の場合、Fig. 6.9(a)に示すように電子磁化領域と効
果的引き出し領域の境界付近（ 1 cmx ≈ ）に、正イオンの PL方向への流れ（ v ）、

すなわち“back flow”が明確に生じている。その一方で、(C)の場合、Fig. 6.9(b)
に示すように において明確な“back flow”は現れていない。しかしなが
ら、3 の領域に焦点を当てると、

0x <

1 cmx ≈
4 cm cm x< < x ≈ で正イオンの PG 方向へ

の流れは、明らかな遅延を受けている。この位置は、Fig.6.8 に見られた小規模
な正のピークの位置とほぼ一致する。 (C)の場合におけるこうした空間プラズマ
電位構造の変化は、PG付近での負イオン数密度の増加のメカニズムを明確にす
る上で重要な役割を果たす。 
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Fig.6.4 Time evolution of potentials (a) without the magnetic field and diffusion, (b) 
with only the weak magnetic field and (c) with effects of both the weak magnetic field 
and electron diffusion at points a~h in (d).  
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Fig.6.5 Variation of the charged particle densities versus the axial distance along the 
LINE shown in Fig.5 (c) for each case. Figure 6 (a), (b) and (c) show the results for 
cases (A), (B) and (C), respectively. For case (A), the charge neutrality is maintained by 
mainly  ions and electrons. For case (B), +H H−  ions are balanced with  ions 
instead of electrons to maintain the plasma neutrality. For case (C), both negative ions 
and diffused electrons are balanced with  ions near the PG. 

+H

+H
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Fig.6.6 Comparison of spatial profiles of negative ion density among cases (A), (B) and 
(C).  
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Fig.6.7 Structure of the potential in the region 0 cm 3.5 cmx≤ ≤  (a) without the weak 
magnetic field and (b) with the weak magnetic field. The electron diffusion is not taken 
into account for either case. 
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Fig.6.8 Structure of the potential in the region 0 cm 4 cmx≤ ≤

x !

 for case (C). (a) 
Bird’s–eye view of the spatial potential structure and (b) side view of the structure in (a). 
A relatively small positive potential peak is located near the PG in Fig. (b). 3.0 cm
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Fig.6.9 Distribution of x  component of ion velocity along the LINE. (a) For case (B), 
positive ion flow is stagnated at . (b) For case (C), some ions are decelerated 
around . 

1 cmx !
3.0 cmx !
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6.4 まとめ 
 
本研究では、弱磁場を有する負イオン源引き出し孔近傍の領域において、弱

磁場に垂直な方向の電子拡散現象が、空間プラズマ電位および負イオン輸送過

程に与える影響を調べた。より現実的な条件下でシミュレーションを行うため、

第５章で用いた静電プラズマ粒子モデルに、磁気ミラーの効果及び電子拡散の

効果を取り入れた。電子の弾性衝突過程は、モンテカルロ法を用いて考慮した。  
はじめに弱磁場に垂直な方向の電子拡散の効果を除き、洩れ弱磁場がイオン

源中の負イオン輸送に与える単一的かつ本質的な影響について調べた。この結

果に基づいて弱磁場に垂直な方向の電子拡散現象に焦点を当て空間電位および

負イオン輸送過程に与える影響について考察した。 
 弱磁場に垂直な方向の電子拡散を考慮しない場合、電子は弱磁場によって磁

化され電子磁化領域（PL～ ）に局在する。一方、正イオンは質量が大き

いため弱磁場の影響は受けない。この電子と正イオン間のダイナミクスの相違

が電子磁化領域右端付近に正の電位ピークの形成を導く。負イオンは、生じた

正の電位ピークによって PG方向へと加速を受けた後、プラズマの電気的中性を
保つため PG方向の正イオンの流れに伴って引き出し孔付近へと移動する。 

1 cmx !

 弱磁場に垂直な方向の電子拡散を考慮した場合、空間中のプラズマの電気的

中性は、拡散してきた電子、負イオンを合わせた負電荷と正イオンとによって

保たれる。その結果、正の電位ピークは小規模となるが、その位置は PG近傍へ
と変位する。電子拡散を考慮した場合に生じるこの空間プラズマ電位構造の特

徴的な形成過程は、正イオンの流れの変化によって説明される。電子拡散を考

慮した場合、電子拡散がない場合に見られたような正イオンの PL方向への明確
な流れは現れない。しかしながら、電子拡散を考慮した場合においても弱磁場

による影響から正イオンの PG方向への流れは、明らかな遅延を受ける。その結
果、比較的小規模の正の電位ピークが生じる。このピークにより、PG近傍での
負イオン数密度は、電子拡散を考慮した場合および考慮しない場合、どちらの

場合においても同等となる。弱磁場に垂直な方向の電子拡散は、先に述べた電

子と正イオン間のダイナミクスの相違を弱めるが、弱磁場の存在によって負イ

オン引き出しは促進される。 
 これらの結果から、弱磁場による負イオン引き出し増大の本質的なメカニズ

ムは、電子拡散を考慮した場合においても１）電気的中性を保つためのプラズ

マ空間分布の変化、および２）それに起因するイオン源引き出し電極付近の電

位構造の変化、によって説明されることを明らかにした。 
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第７章 

 

結論 

 
 本章では、負イオン源プラズマにおける負イオン輸送過程の理解に関して本

研究の成果をまとめる。 
本論文は、負イオン源プラズマ中での負イオン輸送過程の理解を主目的とし、

負イオン源プラズマを対象とした数値シミュレーションから負イオン粒子輸送

及びエネルギー輸送を支配する機構を論じたものである。 
第１章は序論であり、負イオン源研究における本研究の位置付け、意義およ

び目的を述べた。 
第２章では、本研究で用いたモンテカルロ負イオン輸送モデル及び静電プラ

ズマ粒子モデルについて水素負イオン源プラズマを対象とした数値モデルの構

築法とその特徴、優位性、さらには具体的な計算手法について述べた。モンテ

カルロ負イオン輸送モデルの特徴は、二体衝突モデルを用いて負イオンのエネ

ルギー緩和過程を考慮できる点にある。一方、静電プラズマ粒子モデルの特徴

は、内部プラズマの運動からイオン放出面を自己無撞着に形成し、負イオンが

負イオンビームとして引き出されるまでの過程を連続して取り扱っている点に

ある。 
第３章では、タンデム型負イオン源においてプラズマ電極表面で生成された

負イオンの輸送過程を、モンテカルロ負イオン輸送モデルを適用し、論じた。

従来の研究が、実空間での輸送過程の解明に重点が置かれているのに対して、

本論文では表面生成された負イオンについてエネルギー緩和の効果を取り入れ、

速度空間における輸送過程についても詳細に調べた。表面生成された負イオン

は、表面近傍に形成されるシース電位によって 3～5 eV程度にまで加速を受ける
ため比較的高エネルギーを持つ。しかしながら、そのエネルギー緩和時間は、

負イオンの平均的な閉じ込め時間より短い。そのため、表面生成負イオンは負

イオン源内を輸送する間に十分背景正イオンの温度（0.5～1 eV程度）にまで緩
和され得ることを明らかにした。ビーム発散角の見積もりから、これらの負イ

オンについて比較的小さな発散角が得られた。このことは、クーロン衝突によ

るエネルギー緩和過程が負イオンビームの良好な収束性を説明する一要因とな
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り得ることを示唆している。また、モンテカルロ輸送モデルが負イオン源内の

負イオンエネルギー分布を解析するための有用なツールとなり得ることが示さ

れた。 
第４章では、解析対象をアーク放電型負イオン源 Camembert IIIとし、負イオ
ン輸送モデルをこれに適用した。大型負イオン源での負イオン密度の増大にと

って生成効率の増大はもちろん低ガス圧下における負イオンの損失機構の理解

と低減が望まれる。Camembert IIIの実幾何形状およびプラズマ閉じ込め用多極
カスプ磁場配位等を忠実に再現し、低ガス圧下（1 mTorr、3 mTorr）における体
積生成負イオンの損失過程をそれぞれ調べ比較した。その結果、負イオン源中

心部で体積生成した負イオンについて、ガス圧 1 mTorr下では、3 mTorr下に比
較して、四倍程度の負イオンが負イオン源容器壁へと到達した。一方、ガス圧 3 
mTorr下では、ほとんどの負イオンは、内壁に到達する以前に主にMN反応によ
って体積中で消滅した。したがって、1 mTorr程度のガス圧下において、負イオ
ンの損失過程は負イオン源容器壁への輸送損失が支配的になることが示された。

この結果は、実験と同様な傾向を示し、モンテカルロ負イオン輸送モデルが、

大型・低ガス圧負イオン源の解析に有用であることを示している。さらには、

表面生成負イオンについて引き出しに効果的な生成点は、負イオン源容器上

面・下面壁であることを明らかにした。 
第５、６章では、負イオン源引き出し電極近傍に設置された電子抑制用磁石

が負イオン源内につくる洩れ弱磁場の影響について調べた。静電プラズマ粒子

モデルを適用し、引き出し孔近傍の領域をモデリングした。弱磁場により電子

は磁化されるが、イオンは、ほとんど影響を受けない。このダイナミクスの相

違が、プラズマの電気的中性の成立を妨げるものとなり、負イオンを引き出し

孔へと導くための電位構造を形成する原因であることを明らかにした。磁場に

垂直方向の電子拡散がない場合、弱磁場によって電子が磁化されるため正イオ

ンに２つの反対の流れが形成され、その淀み点に正の電位ピークが生じる。こ

の電位構造の変化により、多くの負イオンが電子に代わり引き出し孔方向へと

移動する。さらに電子拡散を考慮に入れた場合、この電位ピークは電子拡散の

効果によって小さくなるが、ピーク位置は引き出し孔付近に移動する。したが

って、電子拡散を考慮したとしても負イオン引き出しは弱磁場存在のもとで促

進されることを示した。これらの結果は、引き出し孔近傍に存在する磁場を積

極的に制御することが負イオン引き出し電流の増大に有効となることを示唆し

ている。 
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Appendix 1 

 

静電プラズマ粒子モデルにおけるノイマン型境界条件の導出 

 
境界電位値が固定されていない（自由端）プラズマ粒子モデルでは、荷電粒

子の壁への流入により壁表面に電荷が蓄積される。壁表面を基準とした場合、

負電荷の蓄積により空間プラズマ電位の値は相対的に増加する。一方、正電荷

の蓄積により空間プラズマ電位の値は相対的に減少する。このような境界条件

は、具体的には以下の計算式に基づいて与えられる。 

壁表面に到達した粒子数をカウントしていき、その電荷を表面電荷とする。

壁は導体と仮定し、表面電荷は壁表面に均一に分布する。ここでは、問題を簡

単化して考えるため一次元空間における境界条件を導出するが、二次元におい

ても成分が増えるだけであり同様に導かれる。Figure A1.1に示すように壁に垂直
方向の x軸を考える。電場は x軸方向のみに存在するものとし、 x軸上任意の位
置における電場を と表す。 ( )E x
表面電荷密度を 0σ とすると壁表面の電場は、 
 

( ) 0

0

0E σ
ε

=                                 (A1.1) 

 

と表される。ここで、 0ε は真空の誘電率である。 
x軸上に電荷密度 ρが一様分布で与えられているとき、ポアソン方程式は 

 

 
2

2
0

d
dx
φ ρ

ε
= −                                (A1.2) 

 
となる。積分して 

 

            1
0

d x C
dx
φ ρ

ε
= − +                           (A1.3) 

 

ここでC は積分定数を示す。よって、電場1 ( )E x は、 
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( ) 1
0

dE x x C
dx
φ ρ

ε
= − = −                        (A1.4) 

 
と表される。ここでFig. A1.1に示すようにセル幅 x∆ の計算セルを考え、格子点
を考える。 l番目の格子点における電場を 

 

( )E E x= ∆ ⋅l l                           (A1.5) 

 

と定義する。l のとき0= 0
0

0

E σ
ε

= となるので に関して以下の等式が成り立つ。 0E

 

0
0 1

0

0E C σ
ε

= − =                          (A1.6) 

 
ゆえに 

 

( ) 0

0 0

E x σρ
ε ε

= ∆ ⋅ +l l                        (A1.7) 

 

ここでFig. A1.1に示す0 x x≤ ≤ ∆ における一番目のセル領域に焦点を当てる。x

軸上
1
2

=l における電場 1 2E を考える。セル領域内0
2
xx ∆

≤ ≤ において一様な電荷

密度分布が 0ρ で与えられるとき 
 

0 0
1 2 0 0

0 0 0

1
2 2
x xE ρ σ σ ρ

ε ε ε
∆ ∆= ⋅ + = +

 

             (A1.8) 

 

が得られる。一方、 1 2E を l番目の格子点における空間電位φlの傾きで表すと 

 

0 1
1 2E

x
φ φ−

=
∆

                               (A1.9) 

 
となる。式（A1.8）と式（A1.9）から 
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0 1
0 0

0

1
2
x

x
φ φ σ ρ

ε
− ∆= +∆  


                        (A1.10) 

 

壁表面での電位 0φ について解くと 

 

( )2
0 0

0
0 2
x

x
σ ρ

1φ φ
ε
∆  = + ∆ 

+                        (A1.11) 

 
が得られる。式（A1.11）を境界条件として式（2.58）で示した差分式の連立
方程式に組み込むことで空間電位値を得ることができる。式（A1.11）は表面電
荷の蓄積によってタイムステップごとに変化する。このような境界条件を与え

ることでシース領域における空間電位の時間発展を計算することができる。 
 

 
 

Fig. A1.1 One dimensional model for Neuman type boundary condition. 
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Appendix 2 

 

静電プラズマ粒子モデルにおける電荷総量について 

 
静電プラズマ粒子モデルでは、以下に示す電荷保存を考え、壁表面を含む系全

体で電荷総量が 0としている。この問題を簡単化して考えるため Fig. A2.1に示
す一次元空間を考える。 

Figure A2.1に示す１次元モデルにおいて、ガウスの法則を用いて系内の電荷総
量について考える。 、 において２つの平面を考える。平面は無限に広が

り、表面電荷密度をそれぞれ、

0x = L

0σ 、 Lσ とする。内部には電荷密度 ( )xρ で電荷が

分布していると仮定する。 
この系についてガウスの法則より 
 

0 0

( )  E
x

xρ ρ
ε ε

∂
∇ ⋅ = → =

∂
E                         (A2.1) 

 
0 ~ Lにおいて積分を行い 
 

0 0
0

( )L LE dx dx
x

xρ
ε

∂
=

∂∫ ∫                            (A2.2) 

  

( )
0

0

1( ) 0 ( )
l

E L E x dxρ
ε

− = ∫                       (A2.3) 

 
0x = 、 において L

 

( )
( )

0 0

0

0

L

E

E L

σ ε

σ ε

=

= −
                            (A2.4) 

 
平面上において単位面積あたりσ 本の電気力線が出ており、電束密度 はD

D σ= となる。電場の定義
0

DE
ε

= から
0

E σ
ε

= が得られる。式（A2.4）でマイナス
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がつくのは、 x軸正方向と電場の方向が逆だからである。 

式（A2.4）より、 ( ) ( )0

0 0

0 ,  LE E Lσ σ
ε ε

= = −  これらを式（A2.3）に代入して 

 

( )0
0

0 0 0

1 LL x dxσσ ρ
ε ε ε

− − = ∫                        (A2.5) 

 

( ) 00
0

L

Lx dxρ σ σ∴ + + =∫                         (A2.6) 

 

式（A2.6）は、境界を含めて電荷総量の和が０になることを示している。 
内部の電荷の総量を とすると intQ
 

int V
Q dVρ= ∫                              (A2.7) 

 

ここでは一次元問題を扱っているので、微小体積 V x y z∆ = ∆ ∆ ∆

( )
は、 よ

り∆ = となる。したがって式（A2.6）第一項

1y z∆ ∆ =

V ∆x
0

L
x dxρ

0x
∫ は、左右境界を除く

系内部にある電荷の総量を表している。第二、三項は、 = 、 における表面

上の電荷を表している。例えば、面積 の閉曲面を考えるとき、この閉曲面に

存在する電荷は、

L

S

Sσ である。S y 1z= ∆ ∆ = を考えれば、 0 , Lσ σ が電荷を表してい

ることがわかる。 
以上の考えを基に静電粒子シミュレーションでは、壁表面を含む系全体で電荷

総量が0となっている必要がある。したがって、PLを横切って計算領域の外へと
出た粒子は次のタイムステップにおいて直ちに計算領域内へと再入射される。

このとき荷電粒子は、新たな速度を持つとする。 
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Fig. A2.1 One dimensional model for charge conservation. 
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